
事業概要 【全庁共通メタバース空間整備事業】

自治体名 埼玉県 人
口 7,327,297人 事業費 36,322千円

事業概要 統一的なメタバースプラットフォームを構築し、県民への埼玉県に関する広報や様々な県民からのセンシティブな相
談などのサービスを一つのメタバース空間上で提供する。

具体
サービス

県民は1つのメタバース空間上でイベント参加や相
談等、様々な行政サービスが受けられる。
共通のメタバース空間であるという特性を生かし、イ
ベント参加者などが気軽に空間上の別の分野の相談
をすることができるなど、サービス間の連携を実現して
いく。
令和6年度は10事業のサービスを提供予定。
【提供サービス例】
① イベント・商談会

・県民デー等の魅力発信イベント
・若者と県内中小企業のマッチング
・ヤング・若者ケアラーオンラインサロン
・NPO法人等の交流会

② アバターを介した相談
・性的マイノリティ専門の県民向け相談
・自立困難な若者の就業支援

【メタバース空間での行政サービス提供のメリット】
・遠隔地や高齢者等、リアルでは参加が難しい県民も気軽にパソコンやス
マホから参加できる。
・対面では相談しづらいセンシティブな内容も、アバター参加により心理的
ハードルが低下し、相談が可能になる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①メタバース空間でのイベント・相談業務等の実施件
数
②メタバース空間でのイベント・相談業務への参加者
数

【アウトカム指標（成果指標）】
①メタバース空間利用者の満足度

全庁共通メタバース空間

県民

事業者 埼玉県

管理用
ウェブサイト

遠隔地から
イベントに参加

アバターを
介した相談



事業概要 【 VR体験による防火防災意識啓発事業】

自治体名 埼玉県さいたま市 人口 1,344,875人 事業費 2,200千円

事業概要
消防訓練等において仮想現実（VR）を活用した火災避難、水害並びに地震の体験学習を実施する。
ＶＲを活用した体験学習により、今までの消防訓練等において体験することができなかったリアルの対処の方法を
学ぶことで、地域住民の防火防災意識の高揚を図る。

具体
サービス

【様々な場面における防火防災意識啓発】
• 消防訓練

• 地震体験車の出前運用

• 市内イベント

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ＶＲの体験人数

【アウトカム指標（成果指標）】
①防火防災意識が高揚したと思う市民の割合



事業概要 【自治会電子回覧板事業】

自治体名 埼玉県さいたま市 人口 1,344,875人 事業費 3,340千円

事業概要
総合振興計画に位置づけられる「自治会への加入促進」を推進するため、自治会に対して電子回覧板アプリを導
入し、また、この導入に係る技術的支援を行い、自治会活動のＩＣＴ化を促進するとともに、利便性の向上によ
る自治会運営に係る負担感の軽減を図るものです。

具体
サービス

【自治会電子回覧板アプリ】
• 自治会内での情報伝達や会議の出欠状況集
計等を行うことができる「クラウド型町内会運営シ
ステム」

• 自治体等から情報発信が可能な「リアルタイム情
報発信システム」

• 災害時に利用者同士が安否確認することができ
自治会内で情報集約と一元管理が可能な「災
害時の安否確認システム」

• 上記３システムを統合したクラウド型ポータルサー
ビス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①1自治会あたりのアプリ導入率
②1自治会あたりの情報発信総数
③市からの情報発信総数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリ利用者満足度
②アプリ管理者満足度
③自治会加入世帯数

スマホ画面イメージ



事業概要 【書かない窓口導入事業】

自治体名 埼玉県さいたま市 人口 1,344,875人 事業費 46,389千円

事業概要

・本市窓口では、手続の際、市民が紙の申請書に記入しているが、特に高齢者や障害がある方にとって負担となっ
ている。そこで、他自治体でも導入が進んでいる「書かない窓口」を区役所窓口等に導入し、窓口における市民の
手書き負担軽減や待ち時間短縮を図る他、記入漏れや間違いによる手戻り・修正に係る職員負担軽減を図る。
・書かない窓口導入に合わせて、窓口業務のＢＰＲを実施し既存業務フローを見直し、最適化を図る。ＢＰＲに
あたっては、他自治体での実績が豊富な事業者の支援のもと実施する。

具体
サービス

【書かない窓口】
• 窓口で職員が申請内容を聞き取り、システムに
代理入力することで申請書の作成補助を行う

• マイナンバーカードを活用し、申請者情報の入力
補助ができる

• 基幹系システムと連携し、申請者情報の検索・
抽出等ができる

• ＲＰＡやシステム連携によりバックヤード業務も
効率化できる

• 職員向けガイダンスによるサポート機能がある
• 市民は本人確認や申請内容の同意（署名）
等のみで原則手書きは必要としない

• 複数の窓口で手続する際、情報を引き継ぐことが
できる

※窓口DXSaaSではなく、オンプレミス等を想定。
※令和６年度に先行区（１区）、令和７年度に
他９区に導入予定。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①「書かない窓口」導入区数
②「書かない窓口」で作成した申請書件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①「書かない窓口」利用の市民満足度

手続・届出での
手書き不要

申請内容を聞き取り、職員が
システムへ代理入力
（マイナンバーカードも活用）



事業概要 【市民向け情報発信力強化事業】

自治体名 埼玉県川越市 人口 352,616人 事業費 25,239千円

事業概要

外国籍市民をはじめとした多様化するターゲットに対し、市が知らせたい情報を的確に届けるため、AI自動翻訳や
AIサイト内検索などの新たな技術を活用した機能をホームページの構築と連携して実装するとともに、小中学校の
保護者向け連絡システムを導入することで、市の情報発信力を強化する。また、連絡ツールと住民向けメール配信
サービスを統合することで、情報発信の頻度と精度を上げ、必要な情報を正確かつ迅速に届けられるようにする。

具体
サービス

【公式ホームページ】
• AI自動翻訳機能の導入等により、外国籍の住民
にも見やすく、分かりやすいサイト構成とすることでア
クセシビリティを向上
• AIサイト内検索機能の導入による多様な利用者に
対する情報のアクセス性向上
• SNS等の情報発信ツールとの連携による発信情報
の頻度や精度の向上
• パブリッククラウド化による市の発信情報への可用性
を確保
【保護者連絡システム】
•学校と保護者間の連絡ツール（保護者へのメール
や児童の欠席・遅刻等の報告アプリ）を導入
• プッシュ配信により情報アクセス性を向上
• メール配信サービス（防災メール等）との連携・統
合による緊急情報の発信を迅速化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI検索で検索後の離脱率
②保護者連絡システム登録者数
③AI自動翻訳サービスの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①ホームページの情報の見つけやすさ
②保護者連絡システムの利用者満足度
③AI自動翻訳の利用者満足度

保護者
連絡システム
(アプリ・メー

ル）

X・Facebook LINE

ホームページ

• AI自動翻訳、AI検索の実装
• 保護者連絡システム等との連携
• デザイン等の見直し
• 各媒体との連携強化
•    等により情報発信力を強化

防災行政無線

メール配信サービス



事業概要 【道路台帳平面図等の窓口閲覧・交付システム整備事業】

自治体名 埼玉県川越市 人口 352,616人 事業費 30,183千円

事業概要

自治会等の住民や事業者から市道に係る道路境界等の相談や照会の際に、職員が都度、境界確定図等の資
料を確認して対応しているが、資料の精度のばらつきや待ち時間が長時間化するなどの課題が生じている。このよう
なことから、保有する情報を公開可能な状態に整理し、来庁者が自ら検索・閲覧できるシステムを窓口に設置する
ことで、待ち時間の短縮及び情報の正確性を確保し、住民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【窓口閲覧・交付システム】
住民等が窓口に設置された専用端末から道路台帳
図・境界確定図等を検索・閲覧し、必要な情報を印
刷できるようにする。また、利便性の向上を図るため、
以下の機能を実装する。
• 充実した検索機能
住民等が情報へ簡便にたどり着けるよう住所や路
線番号、目標物から位置を特定する機能

• 道路台帳図・境界確定図閲覧機能
道水路境界や幅員等（あるいは必要な情報）
を確認する機能

• 地図切り替え機能
複数の道路台帳図等を同時に表示する機能

• 印刷料金の徴収機能
必要な情報を印刷するとともに、印刷時に実費負
担金を徴収する機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①窓口システム利用件数
②印刷物出力枚数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アンケートによる利用者の満足度
②来庁者の滞在時間短縮

川越市
データセンター

OS(Windows Server)
DB(Microsoft SQLServer) 
道路管理システム
（道路管理データ）
①道路台帳図 ②路線網 ③境界関係
④占用 ⑤地番図 ⑥航空写真 他

窓口業務に必要な情報を
リアルタイムに連携

仮想環境（サーバ）

窓口閲覧システム

職員向けの道路管理システムと
連携することで、道路や境界等
の最新かつ正確な情報をリアルタ
イムで提供することが可能となる。
また、料金徴収機と連動すること
で、来庁者は必要な情報を自ら
印刷することができ、職員の作業
待ちがなく、待ち時間を短縮する
ことができ、住民サービスの向上
につながる。



事業概要 【教育・保育給付費等業務管理システム構築事業】

自治体名 埼玉県川越市 人口 352,616人 事業費 18,137千円

事業概要

民間保育施設等への運営費給付事務では、園児の在籍数で給付額が変わるため、市と⺠間保育所間の定期
連絡で在籍状況を共有しているが、日々変わる園児の数を正確に共有できず、申請の過誤による修正や確認等
の事務負担につながっている。システム導⼊により、⺠間保育所の給付金請求事務の負担が軽減され、軽減した
時間を本来の保育に当てることができるため、教育・保育の質の向上が図られる。

具体
サービス

【教育・保育給付費等業務管理システム】
•⺠間保育施設等と市で園児の在席状況を共有で
きるほか、共有データを基に給付金申請事務を行う
ため、在席人数の誤りなどの過誤が減少し、確認作
業等の事務負担が軽減できる。
•メール（Excel）や紙で申請データを授受する必要
がなくなり、紛失や送り間違いなど防止できるため、
セキュリティを確保できる。

→民間保育施設等の給付金申請事務が削減
されることで、教育・保育従事者が本来の業務
注力できる環境を創る。

⇓
保育に充てられる時間を増加（創出）することで

教育・保育の質を向上する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムを⽤いた給付申請件数
②システムに関する問い合わせ件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入に伴う保育業務の創出時間
②システム利用者の満足度
③保護者の満足度



事業概要 【公的個人認証連携・図書館利用登録システム構築事業】

自治体名 埼玉県熊谷市 人口 192,276人 事業費 14,155千円

事業概要

現状、市立図書館の電子書籍利用のためには図書館窓口に利用者が来館し登録を行う必要がある。
一方で、本市は市域が広く図書館までの移動距離が長い地域も存在するほか、相互利用が可能な周
辺自治体の住民にとっても、登録するための時間や移動手段の確保が必要となる。
そのため、熊谷市・都市サービスポータル「クマぶら」を入り口に、汎用性の高い公的個人認証
サービスと連携した「図書館利用登録申請システム」を構築し、利用登録のための来館手続きの必
要性をなくし、利用者の利便性を向上させ電子書籍の貸出利用数を増加させる。

具体
サービス

①公的個人認証サービス(※)の活用
・汎用性の高い公的個人認証サービスの利用により、
施設予約や補助金交付決定等の他業務への応用
が見込め、スマートシティや自治体DXの取組の推進
に寄与する。
②都市サービスポータル「クマぶら」(※)連携によるデー
タ連携用認証認可システムの構築
・公的個人認証サービス連携による本人確認を行う。
・データ連携のための仕組みを構築し、APIインター
フェースを介した認証認可、基本4情報の受け渡し
を行う。
③図書館利用登録申請システムの実装
・電子書籍の利用者は図書館へ来館せずに、利用
登録から利用までを可能とする。

※他地域等で既に確立されている優良なサービス・モデルを活用

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①図書館利用登録申請システム・登録者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①図書館利用登録申請に対する満足度
②手続き所要時間 ③電子書籍貸出数

③図書館利用登録申請
システム

熊谷市LINE公式アカウント

図書館スタッフ

②データ連携用認証認可システム

①公的個人認証サービス

認証認可
基本4情報

追加情報入力

クマぶら
基本
４情報

データ連携基盤



事業概要 【キャッシュレス決済導入事業】

自治体名 埼玉県川口市 人口 606,457人 事業費 116,763千円

事業概要
現在、窓口での証明書発行手数料や施設利用料の支払などは現金のみの対応が主流となっている。他自治体
や民間企業における窓口のキャッシュレス化が急速に進んでいる状況を踏まえ、来庁者の利便性を図るため、全庁
的な窓口支払いのキャッシュレス化に取り組むもの。

具体
サービス

【キャッシュレス決済サービス】
• 庁舎窓口や支所・行政センター等における諸証
明の発行手数料や、施設利用料等、市民ニー
ズが高いサービスを対象に、クレジットカード・電子
マネー・コード決済に対応したキャッシュレス決済シ
ステムを導入し、料金支払いの選択肢を拡大す
ることにより、市民の利便性向上を図るもの。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済利用件数
②キャッシュレス決済利用率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス利用に係る満足度
②
③

【キャッシュレス決済導入前】 【キャッシュレス決済導入後】



事業概要 【マイナンバーカードを活用した窓口手続の迅速化による住民サービスの向上】

自治体名 埼玉県川口市 人口 606,457人 事業費 17,532千円

事業概要

各種証明書発行やライフイベント関係窓口においては、申請書を複数記入する際の負担感や、滞在時間の長
期化、窓口の慢性的な混雑が課題となっている。氏名等を自動印刷できる申請書作成サポート機器とコンビニ
交付に係る庁内キオスク端末の設置により、窓口手続きにおける市民の負担を軽減し、あわせて滞在時間の短
縮や、混雑緩和を図るとともに、来庁不要なコンビニ交付サービスの利用拡大にもつなげるもの。

具体
サービス

【庁内キオスク端末の設置】
・マイナンバーカードを活用することで、
市民が自身で証明書を発行することができる。
・来庁された市民を庁内設置のキオスク端末へ誘導
し、窓口の混雑緩和を図る。
・言語対応が豊富なため、外国人住民に対しても利
用しやすい。

【申請書作成サポート機器の導入】
・マイナンバーカード等から個人情報を読み取り、申
請書等に自動印刷する。
・市民は、印刷後に署名や必要数等の記入で窓口
へ提出することができる。
・マイナンバーカードの他、運転免許証、在留カード
等にも対応しているので、デジタルデバイド対策とし
ても有効である。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①庁内キオスク端末発行枚数
②申請書作成サポート機器利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①庁内キオスク端末の利用満足度
②窓口の証明書発行枚数の減少
③庁舎滞在時間の短縮

【申請書作成サポート機器の導入】

【庁内キオスク端末の設置】

み取り。



事業概要 【防災DX推進事業】

自治体名 埼玉県川口市 人口 606,457人 事業費 12,085千円

事業概要

令和元年東日本台風をはじめとする過去の災害を教訓に、今後甚大な被害が想定される首都直下地震に備え、
避難所の開設や混雑状況を一般WEBサイトに公開し、市民の適切な避難行動を支援体制を構築する。また、
多岐にわたる被災者支援業務を一元管理することが可能なシステムを導入することで、市民の一日でも早い生活
再建の実現を目指す。

具体
サービス

【避難所情報公開サービス】
既存の庁内用災害情報システムと連動し、当該シ
ステムに入力した避難所の開設情報及び混雑状況
等を一般WEBサイトに公開するサービス

【被災者生活再建支援システム】
①被害認定調査機能
・モバイルを利用した建物被害認定調査
・被害認定調査のデータ化及び調査結果管理
②罹災証明書発行機能
③被災者台帳管理機能
④避難行動要支援者管理機能
・避難行動要支援名簿管理
・個別避難計画作成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①個別避難計画作成数
②情報反映率

【アウトカム指標（成果指標）】
①発災から罹災証明書発行までに要する期間の削減率
②市民意識調査の災害に対する取組の実感率

避難所情報公開サービス

被災者生活再建支援システム



事業概要 【電子入札共同システム事業】

自治体名 埼玉県川口市 人口 606,457人 事業費 15,843千円

事業概要
入札参加資格審査申請の受付、入札等の手続きを電子化し、インターネットを利用してこれらを安全かつ公正に
行うことができる埼玉県の電子入札共同システムについて、導入済の建設工事等に続き、物品調達等も参加を目
指すもの。

具体
サービス

【入札参加資格申請】
・インターネット上ですべての申請が完結し、物品・工
事で申請方法が統一されることで事業者の負担が軽
減する。
・従来は資格審査を市職員が実施していたが、システ
ムを通しての申請では埼玉県が共通部分の審査を
実施するため、市職員の業務量が軽減する。

【電子入札】
・インターネット上で入札が実施されるため、直接の来
庁が不要になる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入札参加資格電子申請事業者数
②電子入札執行件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①電子入札参加事業者数
②入札参加資格審査申請及び入札に係る市職員の業
務時間
③入札不調・事故の発生件数



事業概要 【校務のデジタル化による子供の学び支援・充実事業】

自治体名 埼玉県行田市 人口 78,402人 事業費 157,581千円

事業概要
文部科学省が示す新「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」に沿った校務環境を構築することにより、
学校での教員間のコミュニケーションの質・量を向上させ、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支える仕組みを
実現する。

具体
サービス

地域全体で未来を担う子供たちの成長を支える仕組
みを実現するために、「教員間の連携力強化による児童
生徒・保護者の満足度向上」と「児童生徒が夢中になれ
る学び」の、２つの具体サービスを実施する。
①校務環境のデジタル化による、教員間の連携力強化
と保護者連絡のデジタル化
・統合型校務支援システムの導入
学籍、出席、成績、保健管理等のシステム連携
出欠席連絡及び学校から保護者への連絡のデジタル
化 など

②学習環境のデジタル化による、児童生徒が「夢中」に 
なれる学びの実現
・授業支援システムの導入
児童生徒のモニタリングや画面共有等
・協働学習ツールの導入
児童生徒の意見交換やカメラ機能を使ったノート提
出等

※右図の赤枠の整備により、①②を実現する。

サービスイメージ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①校務支援システムを活用した指導回数
②学校からの保護者連絡のデジタル化
③授業支援システム、協働学習ツールの使用率向上

【アウトカム指標（成果指標）】
①システムを活用した、学校と児童生徒・保護者との連携活動に
対する満足度
②学校評価における、連絡のデジタル化に対する保護者満足度
③児童生徒の授業への満足度



事業概要 【介護認定審査会オンライン・ペーパーレス化事業（進捗確認システム含む）】

自治体名 埼玉県行田市 人口 78,402人 事業費 9,169千円

事業概要

要介護要支援認定において、申請者数の増加により、申請から認定までの時間を要していることが課題である。介
護認定審査会のオンライン・ペーパーレス化の導入により委員の負担を軽減し、審査件数の増加を図るとともに、必
要な介護サービスが迅速に提供できるよう、申請から認定までの時間を短縮する。また、認定結果や進捗の閲覧環
境を整備することで、更に迅速な介護サービス提供につなげ、市民サービスの向上及び円滑な介護認定業務に資す
る。

具体
サービス

【介護認定審査会のペーパーレス化】
審査会資料を郵送等で配付していたものをペーパー
レス化、オンラインで提供することで、より迅速かつ安全
に配付する。

【介護認定審査会のオンライン開催】
Web会議開催による委員の移動時間等の負担軽
減により、審査件数の増加を図るとともに、委員の本
業における地域福祉の推進に寄与する。

【進捗確認オンライン導入】
電話または来庁により介護認定の進捗及び審査結
果確認を行っていたものをオンライン上で確認できるよ
うにすることで、迅速な介護サービス提供につなげる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①審査会1回あたりの審査件数
②Weｂ上の進捗確認件数
③審査会開催件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①認定までの期間短縮
②市民サービスの満足度
③進捗確認問い合わせ件数



事業概要 【オンライン行政手続拡充事業】

自治体名 埼玉県行田市 人口 78,402人 事業費 2,504千円

事業概要
問合せ対応、相談予約、通報といったオンライン化の遅れている手続を新たにオンライン化するとともに、住民ニーズに合った情報配
信や申請・届出の操作性向上などを目的として、身近で使い慣れたＳＮＳを利用したオンライン行政手続サービスを導入する。
幅広い分野の様々な手続をいつでもどこでも、そして誰でも気軽にできる環境を整え、オンライン市役所（行かない窓口）を実現す
ることで住民の利便性を向上させる。

具体
サービス

【ＬＩＮＥを利用したオンライン行政窓口サービス】
［現行の公式ＬＩＮＥ］
・メッセージ配信
・ホームページ・リンク

•いつでも気軽に問合せできるチャットボット
•いつでも気軽に空き状況確認や相談予約
ができるカレンダー予約機能
•位置情報や写真を送信できる通報機能
•情報配信や通知を属性別に行い、住民
ニーズに合った情報やプッシュ型の通知を受
け取れる。
•既にオンライン化している申請・届出業務
の操作性向上

いつでも、どこでも、オンラインで手続が完結

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ＬＩＮＥオンライン手続の利用回数
②ＬＩＮＥを使った情報配信回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①日頃からＬＩＮＥで市政情報を得ている市民の割合
②チャットボット、予約、通報機能の利用者満足度
③オンライン申請の利用者満足度

住民

市役所

•問合せ（チャットボット）
•申請・届出
•相談予約
•通報

•属性別情報配信
•プッシュ型通知

新
設
サ
ー
ビ
ス

拡
充
サ
ー
ビ
ス

オンライン市役所（行かない窓口） の実現



事業概要 【電子契約システム導入事業】

自治体名 埼玉県行田市 人口 78,402人 事業費 924千円

事業概要
電⼦契約に関する法整備や働き⽅改⾰の推進などにより、電⼦契約を導⼊・検討する⺠間事業者が増加する
中、⾏政⼿続のデジタル化の取組の一環として電子契約システムを導入することで、市の業務の効率化を図ると同
時に、⺠間事業者の利便性向上や経済的負担の縮小を図る。

具体
サービス

【電子契約システム】
紙の契約書を作成し、押印することに代えて、電
⼦⽂書に電⼦署名・タイムスタンプをすることで契約を
締結する。
印刷・製本・郵送作業のほか、印紙も不要となり、
事務時間の短縮や経費の削減を図ることができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子契約件数
②電子契約実施部署数

【アウトカム指標（成果指標）】
①契約事務に要する期間の短縮
②契約事務に要する経費の削減

事業者
（受注者）

市役所
（発注者）

【事業者側】
Ｅメールで接続先を連絡
 （登録手続不要）
印刷・郵送・来庁・押印不要
印紙も不要

契約書
（電子）

電子 署名

電子署名

タイムスタンプ
※電子署名とタイムスタンプで改ざん防止

Eメール



事業概要 【ところバスロケーションシステム導入事業】

自治体名 埼玉県所沢市 人口 343,704人 事業費 9,281千円

事業概要

本市で運行しているコミュニティバス（ところバス）は、交通渋滞により遅延が発生する場合があり、到着時刻がわ
からないままバスを待つことが利用者にとって深刻な負担となっている。また、迂回や運休等を利用者に伝達する手
段がアナログ若しくはプル型の通知に限られ、リアルタイムに情報を発信・入手することが困難な状況である。
バスロケーションシステムの導入により、情報面からバス利便性を向上し、市民サービスの向上につなげる。

具体
サービス

【バスロケーションシステム】
• GPSまたはバス搭載の音声合成装置との接続に
より、バスの位置情報を取得し、サーバーに送る。

• 利用者は、自身のスマートフォン等を使用して、
WEBブラウザからバスロケーションシステムにアクセ
スし、バスの現在位置、到着予定時刻を確認す
る。

• 現在位置、遅延状況のほか、自治体及び運行
事業者から利用者に通知すべき運行情報、イベ
ント情報（平常時）等を、リアルタイムで利用者
に発信する。

（派生的機能）
• 別途計画している統合型GISを導入した際には、

API連携を実現し、EBPMを推進する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①バスロケーションシステムへのアクセス数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①交通政策に対する市民満足度（市民意識調査）
②ところバス利用者数
③利用者満足度（利用者アンケート）

位置情報を発信

サーバー

バスの運行
情報はこの
コードを
読み取って
ください

自身の端末からアクセス

・運行情報を取得
・お知らせ・運休
情報・イベント
情報等を発信

市役所・運行事業者

利用者

統合型GIS

API連携
（将来的な拡張準備）



事業概要 【デジタル地域通貨導入による地域経済活性化事業】

自治体名 埼玉県飯能市 人口 78,470人 事業費 2,723千円

事業概要

地域内経済とコミュニティの持続的な活性化を図るために、デジタル地域通貨を本格的に導入する。本市ではR5
年度に出産・子育て応援交付金を電子クーポンで配布しており、今回新たに健康ポイントや赤ちゃんスマイルクーポ
ン等の配布に向けたシステムの拡充を図り、還元事業を統合していく。また、年齢層によらず利用しやすいサービス
にしていくことで利用者及び加盟店の増加を図り、本事業で取得したデータを分析することでEBPMを推進していく。

具体
サービス

【デジタル地域通貨サービス】
住民・地域事業者の参画を促すことで、地域に根付
いたサービスとして定着し、給付事業等の効率化及び
地域内経済の好循環を図る

• デジタル地域通貨のプラットフォームを構築
• スマートフォンによるキャッシュレス決済対応

(CPM・MPMどちらにも対応可能)
• カードタイプでも発行ができるため、スマートフォンを
持たない高齢者でも利用可能

• 各種給付事業、行政ポイント付与事業(健康ポ
イント等)をデジタル地域通貨プラットフォーム上で
実施

• 決済データを取得することができるため、利用者の
性年代や単価等のデータ分析（EBPM推進）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル地域通貨を利用できる店舗数
②デジタル域通貨の利用者数
③デジタル地域通貨を活用する事業数

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル地域通貨の事業に賛同した加盟店の割合
②デジタル地域通貨の事業に賛同した市民の割合
③デジタル地域通貨の流通額

利用者

デジタル地域通貨で支払い

地域の加盟店

換金精算
(デジタルによる自動
化)

決済データの
利活用

（EBPM）

市内で経済循環
コミュニティ活性化

飯能市デジタル地域通貨
プラットフォーム

出産・
子育て
交付金

健康
ポイント

赤ちゃん
スマイル
クーポン

給付事業をはじめ
様々な事業をデジタル地域通貨

プラットフォームに統一

…

飯能市

デジタルによる
環境配慮



事業概要 【公開型GIS整備事業】

自治体名 埼玉県飯能市 人口 78,470人 事業費 6,439千円

事業概要

現在運用している統合型GISで整備しているデータを利便性の高い形で市民に公開することで市民・事業者等
がデータ利活用しやすい環境を整備するとともに、窓口閲覧等における問合せ時間や来庁機会等の利用者負担
を軽減し、市民サービスの向上を図る。また、市のデジタル基盤であるご当地アプリと連携し、更なる市民の利便性
を向上する。

具体
サービス

【統合型GISリビルド】
• GISデータの更新（道路台帳図の最新データの
への更新）

• 都市計画図の表現の変更、路線網図の必要情
報追加などのより見やすい形へのGISの修正

【公開型GISサービス】
• 公開型GISによるホームページ,ご当地アプリ公開
• 問い合わせ、来庁機会の多い「都市計画情報」、
「ハザードマップ」、「道路台帳図」、「位置指定道
路」等の情報掲載

（問合せ時間や来庁機会の負担軽減）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISにおいて公開した地図情報データ数
②公開型GISの閲覧件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①市民公開向けGISの利用者満足度
②市民公開向けGISの利用者の問い合わせ頻度

統合型GIS

行政情報の一元化

ご当地アプリ

※既存

随時情報更新

職員

○都市計画、防災情報等をWebで取得

コンテンツ搭載例

都市計画情報

道路台帳情報

ハザードマップ

連携・公開

ポータルサイト

公開型GIS

連携

○問合せ時間、来庁機会の負担軽減

市民 事業者

利用者



事業概要 【福祉総合相談ＡＩ活用事業】

自治体名 埼玉県飯能市 人口 78,470人 事業費 4,729千円

事業概要
市民の多様な福祉課題に対応するため、自立相談支援窓口（総合相談窓口）において包括的に相談に応じ、
内容に応じて関係する機関へつなぐ総合相談体制の確立に向けてAIを活用する。市民にとって分かりやすく、一つ
の場所で気軽に相談できる窓口の実現を目指す。

具体
サービス

【AI相談パートナー※】
音声認識やデータ分析技術等のAI活用
＜自動ガイダンス機能＞
単語を拾ってリアルタイムで分析し、事前登録したサービス・
制度・資源・マニュアル・過去事例等の情報を表示させ、相談
員をサポートすることにより、市民の適切な支援につなげる。
相談員の力量を問わず均一的に
・複合的な福祉課題を紐解く
・適切な助言を行う
・サービス・制度を案内しつなぐ

＜音声リアルタイムテキスト化＞
相談記録作成時間を削減し、相談員の負担を減らすことに
より、市民にとってより多くの相談時間が確保され、より細やか
な市民対応につなげる。
※㈱三菱総合研究所（本社：東京都千代田区）及び㈱アイネス（本社：東
京都中央区）が提供するAIを活用した自治体相談業務支援サービス。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ガイダンス登録数
②自動ガイダンス機能を用いた相談回数
③テキスト化した相談件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アンケート調査における利用者満足度
②相談受付時間数

〇×制度

△△制度

自動ガイダンス

音声リアルタイムテキスト化

音声認識

データ分析

〇×制度

△△制度

ガイダンス表示



事業概要 【便利でやさしい窓口の実現】

自治体名 埼玉県飯能市 人口 78,470人 事業費 6,956千円

事業概要
市民にとって、便利でやさしいデジタル社会を実現するため、利用者目線に立った行政手続きのデジタル化を図り、
マイナンバーカードやスマートフォンを活用した、「書かない」「行かない」「待たない」窓口の可能な部分から実施する
ことにより、市民サービスの向上に努める。

具体
サービス

■書かない窓口
・市民課待合フロアにマルチコピー機を１台設置
・待合フロアにコンシェルジュを配置しお客様の状況に
応じて窓口、コピー機への誘導
・説明が必要なお客様にはコンシェルジュが対応
⇒コンビニ交付未経験者に、マルチコピー機の使用方
法等を説明し、ご利用のサポートを行う。コンビニ交付
の便利さを実感していただき、次の機会には、コンビニ
で問題なく証明書を取得していただけるようにする。

■待たない窓口
・市民課窓口の番号発券機に呼び出し状況確認シ
ステムを導入
⇒窓口のリアルタイムな待ち人数や呼び出し番号の
状況を確認できるシステムを導入することにより、市民
課待合フロアの混雑を緩和し、お客様の利便性の向
上を目指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①庁内マルチコピー機による証明書交付件数
②混雑緩和システムへのアクセス件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①コンビニ交付割合
②市民課窓口における証明書交付割合
③市民課窓口等サービスアンケート結果

庁舎内にマルチコピー機
の導入

書かない

番号発券機への
システム導入

待たない

スマホで混雑の確認

LINE,SMSで呼び出し

コンビニ交付の増加

便利でやさしい
窓口の実現!!

受付番号
061



事業概要 【AIチャットボットシステム導入事業】

自治体名 埼玉県加須市 人口 112,153人 事業費 2,640千円

事業概要
市民の利便性向上と窓口の混雑緩和や電話での問い合わせ減少による職員の事務効率向上を図ることを目的
として、24時間365日市民からの問い合わせに自動対応できるAIチャットボットシステムを市公式ホームページ及び
市公式LINEアカウントに導入する。

具体
サービス

【AIチャットボットシステム】
• webブラウザで利用できるシステムとし、市公式
ホームページと市LINE公式アカウントのリッチメ
ニューに配置する。

• 利用者がパソコンやスマートフォンからテキストによ
る質問を行うと、質問意図に沿った回答を提示し
たり、関連情報が掲載された市ホームページのリ
ンク先を表示する。

• フリーワード入力による質問を想定していることか
ら、機械学習により質問文の表記ゆれ・表現ゆ
れへの対応に優れた「AI搭載型」システムとする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AIチャットボットの問い合わせ件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①質問に対する正答率
②
③



事業概要 【図書館におけるマイナンバーカードの利用】

自治体名 埼玉県加須市 人口 112,153人 事業費 2,571千円

事業概要

マイナンバーカードを使用して、マイキープラットホームに接続し、図書館利用者カードの代わりに図書等の貸出が
できるようにする。図書館利用者カードをマイナンバーカードと一体化することで、管理が容易となり、より図書館を利
用しやすい環境づくりにつなげる。
図書館では広域利用を実施しており、当市での取り組みをモデルケースに近隣市への拡大により市民の利便性
向上につなげる。

具体
サービス

【図書館利用者カードとしての活用】
・図書館システムのマイナンバーカード対応
・マイキープラットホーム方式への変換

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①マイナンバーカードでの貸出冊数

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードを活用した利用者の満足度
②マイナンバーカードの登録者数
③利用者カード再発行数の減少



事業概要 【保育業務支援システム導入事業】

自治体名 埼玉県加須市 人口 112,153人 事業費 4,014千円

事業概要

公立保育所では手書きで作成する書類が多く、また、毎日の欠席・遅刻の連絡の手段は電話のみであるなど、保
育士・保護者双方の負担が大きいことが課題となっている。
保育士・保護者の負担軽減、利便性の向上を図り、保育士がこども達と向き合う時間を増やすことを目的に、保
育業務支援システムを導入する。

具体
サービス

保育業務支援システム
保護者の利便性向上、保育士の業務の負担軽減
に寄与するシステム

・発育・健康記録
・登降園記録管理
・請求管理
・帳票管理
・シフト管理
・給食管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリ利用割合
②保育所から配布するお便りの電子化
③欠席連絡におけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利⽤者（保護者）の満⾜度

国内データセンター

こども保育課

各市立保育所（６施設）

既存PC

専用アプリ

庁
内
L
A
N

保護者

スマートフォン・タブレット

専用アプリ

既存NW利用



事業概要 【ＡＩオンデマンド型交通システム導入及び運用業務事業】

自治体名 埼玉県本庄市 人口 77,322人 事業費 42,246千円

事業概要

本市では、平成25年10月にデマンドバスを導入しましたが、予約方法が電話のみであること、システム導入後10
年を経過することから、予約システムの改善を行うものです。令和４年度に実施したデマンドバス利用者を対象とし
た満足度調査では、「満足」及び「やや満足」と回答した方よりも「やや不満」及び「不満」と回答した方が多く、その
理由については予約に関する内容が最も多い結果となり、デマンドバスの予約システムの改善が課題となっています。
そこで、ＡＩを活用したデマンドバス配車システム等の「ＡＩオンデマンド型交通システム」を導入し、利用者の利便
性向上を図ります。

具体
サービス

①デマンドバス配車システム
ＡＩを活用した効率的な配車、自動ルートの生成
が可能となります。また、予約の追加やキャンセルに応
じ、運行計画を自動で修正することができます。
②ユーザーアプリ（LINEミニアプリ含む）
デマンドバスの予約状況の確認、そのキャンセル、乗
降場所の案内等がアプリで可能となります。また、市
の公式LINEから予約機能を起動することができます。
③ドライバーアプリ
ＡＩデマンドバス配車システムが作成した運行ルー
トの表示が可能で、乗務員に対するナビゲーション機
能等を有します。
④管理者Web
利用実績の随時確認等が可能で、利用実績が分
析可能なファイル形式でダウンロードできます。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デマンドバスの利用者数
②ユーザーアプリ（LINEミニアプリ含む）からの予約
割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①デマンドバスに対する満足度の向上
②ユーザーアプリ（LINEミニアプリ含む）からの予約割合

■出典：国土交通省ホームページ
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/japanmaas/promotion/
measures/index.html



事業概要 【地域全体で子供を見守る環境づくりのための校務環境デジタル化事業】

自治体名 埼玉県東松山市 人口 91,094人 事業費 76,716千円

事業概要
本市では、教育におけるデジタル技術の導入と活用について、学習系に比べ、校務系で進んでいない。そこで本
事業では、デジタルを活用して学校と保護者・地域とのコミュニケーションの質・量を向上させ、児童生徒が安心して
学べるよう、「学校と保護者・地域が協力し合い、お互いの信頼を高めることにより、地域全体で子供を見守る環
境」をつくり、地域の活性化とシビックプライドの醸成につなげることを目的とする。

具体
サービス

校務DXを実現するため、クラウド型の統合型校務
支援システムを中心とした校務のデジタル環境を導入
する。
【主な機能】
●校務のデジタル化
・統合型校務支援システムをクラウド型で運用することで
 業務の標準化、効率化を実現し、創出される時間を学
 習環境の充実や児童生徒と向きあう時間に充てる。
●保護者・地域との連絡機能のデジタル化・CMSの導入
・アプリ等による出欠連絡やアンケートの実施などにより双
 方向性を高め、保護者の満足度が向上することができる。
・地域への情報発信の質と量を高め、連携・協働を促すこ
 とができる。
●セキュリティの強化
・次世代校務DXのセキュリティーの課題である多要素認
 証、通信経路の暗号化を導入しセキュリティーの強化を
 行う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①児童生徒一人当たりの日常的に入力された所見等のデー
 タを活用した学習指導や面談等の回数
②保護者の連絡システム登録率

【アウトカム指標（成果指標）】
①校務のデジタル化に対する保護者の満足度
②保護者連絡システムに対する保護者の満足度

■サービスイメージ



事業概要 【スマート窓口～行かない・書かない～推進事業】

自治体名 埼玉県狭山市 人口 148,875人 事業費 30,627千円

事業概要

行政手続のオンライン化拡充による「行かない窓口」をより一層推進するため、ライフイベントごとに必要な手続情報
や手続に必要な資料等をインターネット上で収集できる環境を整備するとともに、制度的・環境的に来庁で行う手
続についても、マイナンバーカードを活用した「書かない窓口」を実装することで、手書きによる申請書作成に係る負
担を軽減し、市民にとって利便性の高いスマート窓口を実現する。

具体
サービス

【手続ナビゲーション】
• 市民等がインターネット上に用意された質問に答
えることで、引っ越しや出産などのライフイベントご
とに自分に必要な手続を案内するサービス

【公開型GIS】
• 都市計画情報をはじめとして当市が所有している
様々な地理情報を、市民等がインターネット上で
閲覧し、必要な情報を収集できるサービス

【申請書自動作成機】
• マイナンバーカードをかざして希望の手続を選択す
ると、氏名等の基本4情報が印字された申請書
が印刷されるサービス

【キオスク端末】
• コンビニ交付と同様のマイナンバーカードを利用し
て申請書不要で証明書が交付されるサービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①手続ナビゲーションのアクセス数
②公開型GISのアクセス数
③申請書自動作成機の利用件数
④証明書交付件数に占めるキオスク端末利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①手続ナビゲーションの利用者満足度
②公開型GISの利用者満足度
③申請書自動作成機の利用者満足度
④キオスク端末の利用者満足度



自治体名 埼玉県狭山市 人口 148,875人 事業費 29,798千円

事業概要
高齢化が進み、移動の困難な住民の増加が見込まれる中、住民の移動負担を軽減するため、出先機関に各
種デジタルサービスを実装し、機能を拡充することで、本庁舎に来なくとも最寄りの出先機関で済ますことのできる
手続・相談を増やすとともに、より快適に手続を行える環境を整備する。

具体
サービス

【オンライン窓口】
地区センター等の出先機関と本庁舎の各担
当課にタブレット端末を配備し、ビデオ通話
サービスにより出先機関と本庁舎をつなぐことで、
直接対面に近い環境で手続や相談をすること
ができる。
【書かない窓口】
マイナンバーカードをかざして希望の手続を選
択すると、氏名等の基本4情報が印字された
申請書が印刷されるサービスの導入により、手
続に係る市民の申請書を書く負担を軽減する。
【キャッシュレス決済】
証明書発行等に係る手数料の支払いに
キャッシュレス決済を導入し、市民の利便性向
上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン窓口の利用件数
②書かない窓口の利用件数
③キャッシュレス決済の利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者アンケートの満足度

事業概要 【デジタル実装による出先機関の機能拡充】

出先機関

オンライン窓口 書かない窓口 キャッシュレス決済

本庁舎



自治体名 埼玉県鴻巣市 人口 117,721人 事業費 12,906千円

事業概要
本市では現在、オンラインで施設の空き状況確認や利用予約ができる公共施設予約システムを運用しているが、施設利用料金の支
払のために、予約後2週間以内に窓口へ行く必要があり、利用者の負担となっている。
公共施設予約システムにオンラインで施設利用料金の支払ができる決済機能を導入することにより、市民がスマートフォンやパソコンを
使って、施設予約から料金支払までの手続きをワンストップで完結できる環境整備を行う。

具体
サービス

現在公共施設予約システムを導入している全施設で、利用
料金のオンライン決済を可能とすることで、施設の利便性向上
を図る。また、これまでは施設窓口や電話のみでしか予約がで
きなかった３施設にも予約システムとオンライン決済を導入する。

【公共施設予約システムの機能】
・オンラインで公共施設の空き状況確認、施設利用予約
・施設利用料金等のオンライン決済機能

【すでにシステムを導入している施設】
・スポーツ施設・公民館等（29施設）

【新たにシステムを導入する施設】（令和4年度利用件数）
・市民活動センター
・農業研修センター
・鴻巣市にぎわい交流館

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン決済の利用件数
②新たに予約システムを導入した施設での予約システム利用
割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①公共施設予約システムの利用者満足度
②オンライン決済の利用者満足度

事業概要 【公共施設予約システム構築委託業務】
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事業概要 【健康ポイントサービス運営事業】

自治体名 埼玉県上尾市 人口 230,187人 事業費 11,819千円

事業概要

健康ポイントサービスを導入・運営することで、市民の健康意識の向上・行動変容を促進し、もって健康寿命延
伸・医療費削減に寄与する。
健康管理アプリを運用し、市民は様々な健康行動を契機にポイントを獲得し、景品と交換する。
市はアプリを通して、住民の行動を分析し健康福祉施策を検討する。

具体
サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① アプリのダウンロード数
② ポイントを獲得できる市のイベント・講座の数
③ プッシュ通知の件数

【アウトカム指標（成果指標）】
① ユーザーの１日平均歩数の増加数
② ユーザー満足度
③ ユーザーの健康意識調査スコアの増加

①住民の健康意識を醸成するサービス
健康情報・動画を住民の関心が高そうな内容をピックアップして配
信、プッシュ通知機能で日常から健康意識を喚起
様々な健康促進プログラムで、市民に対して自分に合った健康づ
くりの機会を提供
健康データと日々の行動をアプリに入力し可視化することで、市
民はより効果的に健康管理可能

健康ポイントアプリを市民に提供する

②.住民の行動変容を促すサービス
健康行動に対し健康ポイント付与、貯めたポイントは景品と交換
可能（インセンティブ創出）
歩数ランキング、歩数スタンプ帳等、楽しみながら健康行動を継
続できるゲーミフィケーション

健康動画・コラム

市が主催するイベント・講座等

市内の飲食店・小売サービス等

コンテンツ例



事業概要 【介護認定電子審査会システム事業】

自治体名 埼玉県上尾市 人口 230,187人 事業費 12,068千円

事業概要

当市の介護認定審査会は、10合議体（各5名）あり、毎月約20回、年間200回以上開催しているため、使用
する紙資料は膨大で、作成に多大な時間を要す。審査会後に行う事務においても手作業が多く、認定結果通知
等の作成にミスが生じるリスクがある。介護認定審査会にタブレット端末及び電子審査会システムを導入することで、
使用する紙資料を削減するとともに、介護認定業務の効率化と申請から認定までの期間短縮を図る。

具体
サービス

当市では介護認定審査会委員全50名を対象に、
全合議体（10合議体）での介護認定電子審査
会システムを導入する。

【介護認定審査会資料のペーパーレス化】
・審査会資料をペーパーレス化し、使用する紙資料を
削減する。また、資料の配布を郵送からオンライン
（PDF）化することで、審査会委員がクラウド上で資
料を閲覧することが可能となる。

【介護認定審査会のシステム化】
・各委員の事前審査をシステムで集約し、各委員の
意見相違を分かりやすく可視化する。
・各委員の事前審査集約結果を基にWeb会議シス
テムにて審査・判定を諮る。
・審査会終了後に審査資料はシステムにより自動消
去される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①審査会開催数

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請日～認定日までの期間短縮
②介護認定審査会のペーパーレス化

認定調査票 主治医意見書

審査会資料(PDF化)

審査会(Web) 審査結果出力 認定結果通知

現状 実現後

開催準備に時
間がかかって
いる

大幅な時間の
削減、事務の
効率化

申請から認定
までの期間が
短縮

事前審査

オンライン化



事業概要 【証明書交付対応行政キオスク端末（マルチコピー機）導入事業】

自治体名 埼玉県上尾市 人口 230,187人 事業費 17,867千円

事業概要

マイナンバーカード交付件数の増加に伴い、コンビニ交付件数も増加傾向にあるが、更なる推進
を図るため、住民票の写しをはじめとする市の各種証明書を、窓口以外で取得可能とするためのキ
オスク端末を導入する。
マイナンバーカードの利活用場面が増加することで、カード交付率の増加も期待でき、住民の窓口
での待ち時間が短縮される。

具体
サービス

証明書交付対応行政キオスク端末（マルチコ
ピー機）
○住民票の写し発行
○印鑑登録証明書発行
○戸籍謄本・抄本発行
○課税証明書発行 など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キオスク端末の住民票の写し等の交付数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードの交付率(保有率)
②コンビニ交付対応マルチコピー機利用者満足度
③



事業概要 【被災者生活再建支援迅速化事業】

自治体名 埼玉県上尾市 人口 230,187人 事業費 12,780千円

事業概要

激甚化する自然災害への対応は急務である。しかし現状のExcelによる被災者情報管理では容量あふれ・部局を
またぐ共同利用・更新が衝突する等、問題が顕在化している。被災者支援システムを導入することで、被害調査と
り災証明発行を平準化・効率化し１か月という国の目標と、続く被災者への迅速な支援を可能にすることを目指
す。

具体
サービス

＜被災者生活再建支援システム（クラウド版）
の導入＞

• 応急対応から生活再建までを一元的に管理する
ことで、迅速で公平な被災者支援が可能に
応急対応：防災設備管理/被災情報管理
被害調査：モバイル建物被害調査機能
調査結果管理：調査結果登録機能
被災証明：り災証明書発行
生活再建：支援制度台帳

＜市民のメリット＞
• 情報が一元管理されることにより、迅速な応急対
応を受けることができる

• り災証明書発行までの時間が短縮される
• 被災者台帳のシステム化により、支援の重複や
漏れを避け、迅速・公平な処理が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①被害認定調査研修会の参加人数

【アウトカム指標（成果指標）】
①市民の満足度



自治体名 埼玉県 草加市 人口 251,182人 事業費 1,298千円

事業概要

当市は、核家族や単独世帯が多いため、体の不自由な方などが来庁することが困難であるといった場合に、市の
手続をどのように行えばよいのかという課題に直面することが多い。本事業では、スマートフォンを用いることで、利用
者は自宅等に居ながら対面で職員に相談・申請ができ、職員は本人確認をした上で適切な案内ができる「遠隔
相談窓口システム」を導入する。これにより、来庁できない方にも、来庁するのと同レベルのサービスを提供する。

具体
サービス

【遠隔相談窓口システム】
市民は自宅等に居ながら、自身のスマートフォンや
パソコンの画面越しに、市役所に居る職員に対面
（テレビ電話機能）で相談や手続を行うことができる。
職員は、市民の表情などから、その方の健康状態
や悩みなども汲み取り、適切な案内や助言を行える。
また、画面共有機能を利用して、市民に対し、資料
等を用いた詳しい説明を行うことができる。
さらに、マイナンバーカードを利用した本人確認や電
子署名を行うことができるため、本人確認が必要な
相談や、申請手続についても可能である。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 遠隔相談の利用件数
② 遠隔相談を利用できる事務手続の数

【アウトカム指標（成果指標）】
① 遠隔相談の利用者満足度

事業概要 【遠隔相談窓口システム導入事業】

職員
（市役所）

市民

本人確認・電子署名

予約・受付

テレビ電話機能



事業概要 【母子健康手帳アプリを活用した伴走型相談支援サービス】

自治体名 埼玉県戸田市 人口 142,237 人 事業費 5,259千円

事業概要
当市は核家族が多く 、サポートが少ない妊産婦が多い。また外国籍の妊婦等ハイリスク妊婦も年々増加し、個々に応じた支援が
求められている。年間約1,200件ある妊娠届出時に保健師の面談時間を確保することが急務である。
母子健康手帳アプリ『母子モ』を導入し、妊娠期から出産・子育て期までをきめ細かに支援する伴走型相談支援体制を構築する。
自治体は、申請内容の事前把握による情報共有や準備が可能となり、効率的に面談を実施できる。

具体
サービス

【母子健康手帳アプリ_母子モ】
母子健康手帳の省令様式に応じた各種記録の電子化
子どもの月齢に応じた子育て支援情報の個別・一斉配信

【子育てDX_伴走型相談支援サービス】
アプリ上での届出・アンケート等の提出及び面談の予約
自治体側での届出・アンケート・面談予約のデータ管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①母子健康手帳アプリ登録率
②オンライン申請率
③オンライン申請及びＤＸ化に対応する事業数

【アウトカム指標（成果指標）】
①母子健康手帳アプリの利用満足度
②オンライン申請の利用満足度

・市ホームページや広報紙、チラシ、
産婦人科等で案内を受けて、
妊婦や保護者がアプリに登録

案内・登録 事前申請

• アプリに自治体からの案内が届き、
好きなタイミングでアプリ上で
事前申請・面談日時を予約

面談実施 面談後

• 事前申請した内容をもとに面談実施
• 利用者目線では待ち時間がなく、
スムーズに面談が可能

• 自治体目線では、事前の申請内容
をもとに、保健師間の情報共有や

• 業務調整・事前準備ができ、業務が効率化

• データを健康管理システムに投入でき、
入力作業の手間を大きく削減

• 指定した様式での帳票印刷も可能

健康管理
システム

データ
投入

• 24時間いつでも簡単に申請でき、アンケート/問診票の手書きの手間も不要に
• 事前回答により、当日の待ち時間短縮につながり、負担を軽減

• アンケートや問診票等を事前に取得できるため、
回答内容をもとに業務調整・事前準備ができ、当日の対応時間も短縮

• データを出力し健康管理システムに投入できるため、入力作業の工数/ミス削減
• 予め指定した帳票に印刷でき、PCのない会場・窓口での運用にも対応可能

保護者

自治体



事業概要 【教育DX推進事業】

自治体名 埼玉県朝霞市 人口 145,004人 事業費 48,639千円

事業概要

本市は、全国的な人口減少局面においても児童生徒数が増加しており、１学級の人数もほぼ満員かそれに近い状態であることから、教員が児童生徒にかけられる時間も少なく

なっている。また、授業進度についていけない児童生徒や不登校状態が継続している児童生徒に対して、各自の学習レベルに応じた教材を学校が提供することが難しく、児童生

徒が本人の理解度に応じた学習を進められないといった困り感がある。以上の背景や文部科学省によるDX推進を踏まえ、本市でも教職員の働き方改革を実現するためにクラウ

ドベースの統合型校務支援システムを導入し、校務作業の柔軟性向上、教職員同士の情報共有の円滑・効率化を図り、児童生徒と向き合う時間を創出する。また、学習AIド

リル等の学習⽀援ツールを活⽤して効果的・効率的な⽣徒の「個別最適な学び」の推進と学⼒の向上を図る。

具体
サービス

【クラウド版統合型校務支援システム】
• 校務のデジタル化により業務の効率化と、児童生徒の機密

情報のセキュリティ強化を図る
• 児童生徒の学習・健康状況等のデータを基に、日々の変

容や成長を可視化し、指導者間でリアルタイムに共有するこ
とで根拠に基づくきめ細やかな教育を実践する

• 保護者連絡システムと統合型校務支援システムのデータ連
携により、双方向のコミュニケーションを構築し、保護者と密
につながる

【学習AIドリル】
• 1人1人の学習レベルに応じた課題で個別最適な学習環

境を実現する
• 児童生徒の学習データやログが可視化されることで、学びの

つまずきや意欲の変動を定量的に把握し、より質の高い個
別指導や授業設計に活かす

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①児童生徒の日常所見データの登録数
②AIドリルの活用頻度
③保護者連絡ツールの活用頻度

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の教育満足度
②児童生徒の学級経営満足度
③学力テストの結果向上

教職員
教職員

校務用ネットワーク

児童生徒

学習AIドリル

日々の学習管理や
結果を可視化

学力の向上

校務用ネットワーク

児童生徒の
学習レベルの把握

統合型
校務支援システム

保護者

連絡手段のデジタル化
欠席連絡やお便り等、

連絡手段のデジタル化による
コミュニケーションの向上

ロケーションフリーな
校務業務の実現



事業概要 【おくやみ窓口設置運営事業】

自治体名 埼玉県朝霞市 人口 145,004人 事業費 7,380千円

事業概要

ご家族など身近な方がお亡くなりになると、ご遺族にとって多くの手続きが必要となります。亡くなられた方に関する
手続きは多岐に渡り、時間や労力の負担が大きいことから、おくやみ支援システム及び予約システムを活用し、必要
な手続きを漏らさずに支援窓口に配置する委託事業者と会計年度任用職員による寄り添った支援を行い、ご遺
族の手続きに関する負担や不安を軽減します。

具体
サービス

【手続き案内検索】
• 支援システムに従い、ご遺族の方に複数の質問
を行うことで、必要な手続きを案内検索することがで
きます。また、オンラインによる予約システムにて、おく
やみ支援窓口の予約を行います。
【窓口での手続き】
• 予約システムから、亡くなられた方の氏名や住所、
生年月日の基本情報を基に、庁内関係各課で必
要な手続きを整理し、事前に必要書類を用意した
うえで、ご遺族の申請手続き等を支援窓口にてお
手伝いします。また、書類をお預かりします。
このように支援システムと予約システムを活用し、
事前に亡くなられた方の基本情報を基に、準備する
ことができます。また、委託業者や職員による心に寄
り添った窓口運用により、個別性の高い案内が可
能となり、手続きに関するご遺族の方の不安や負担
を軽減します。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①おくやみ支援窓口利用者数
②予約システムを利用した件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①おくやみ支援窓口の利用者満足度
②おくやみ支援窓口利用に伴う手続き時間の減少
③



事業概要 【物品等の入札参加資格審査及び競争入札の電子化事業】

自治体名 埼玉県朝霞市 人口 145,004人 事業費 6,341千円

事業概要

物品の買入れ等に関して、市独自で紙文書により実施している入札参加資格審査の受付及び郵便（紙）で
実施している競争入札について、埼玉県電子入札共同システムを利用してオンライン化及び電子化を図る。
電子化することで、事業者としては申請窓口が埼玉県（共同受付窓口）に集約されるため、市町村ごとの必要
書類の調査・確認、作成及び送付等に費やしていたコストの削減が見込まれる。

具体
サービス

【物品等競争入札参加資格審査の共同受付参加】
• 物品等の入札参加資格審査の受付について、
埼玉県が一括して申請受付、共通部分の審査
を行う。

• 埼玉県電子入札共同システムを利用することで、
添付書類のオンライン化、ＤＸ化が可能となる。

【物品等における電子入札の実施】
• 談合等防止による適正な入札の実施
• 透明性や入札機会の均等性の確保
• 応札者の業務負担軽減

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入札参加資格審査の申請受付のオンラインでの
 実施回数
②入札参加資格審査の申請数（業者登録数）

【アウトカム指標（成果指標）】
①入札参加資格審査の申請者満足度（アンケート）
②物品等の競争入札における不調件数



事業概要 【電子入札共同システム活用事業（対象入札の拡大）】

自治体名 埼玉県志木市 人口 76,382人 事業費 1,452千円

事業概要

平成２１年度から参加している埼玉県電子入札共同システムについて、現行は工事及び工事に関連する業務
委託（以下、「工事等」という。）の電子入札の執行に限られているが、一般的な業務委託、賃貸借や物品購
入等（以下、「物品等」という。）の入札にも対応できるよう、利用範囲を拡げ、事業者のさらなる負担軽減及び
利便性の向上につなげる。

具体
サービス

【埼玉県電子入札共同システム
（物品等への電子入札対応拡大）】

業者の応札手続きの簡素化・ＤＸ化を図るＩＣ
カード及びインターネットを活用した電子入札システム

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・入札参加資格の電子申請件数
・物品等の電子入札参加割合

【アウトカム指標（成果指標）】
・物品等の入札に要する時間の削減量
・物品等の電子入札参加事業者満足度



事業概要 【申請書自動作成システム導入事業】

自治体名 埼玉県新座市 人口 166,063人 事業費 5,024千円

事業概要

平成28年1月からマイナンバーカード(以下「カード」という。)の交付が開始された。その後､マイナポイントキャン
ペーンの影響等を受け､カードの申請･交付件数が増加し､今後は､カードの有効期間及びカードの電子証明書の
有効期間を迎え更新手続が必要となるカード所有者の増加が見込まれる。
そこで､市民の利便性向上及び職員の負担軽減に資するため､カードの更新手続の際に市民に記入をお願いし
ている申請書等について、カードから基本４情報を取り出し、申請書等への転記を行うことで、市民が手書きで申
請書等に記入をせずに手続を行える「申請書自動作成システム（タブレットタイプ）」を導入する。

具体
サービス

【申請書自動作成システム】

マイナンバーカードの「券面事項入力補助AP」を活
用し、氏名、住所、生年月日、性別の4情報が印字
された申請書等を自動で作成するシステム。
職員がタブレット端末を操作し、市民が希望する手
続の申請書の印刷を行うことで、市民の手書きへの
負担と職員の確認の負担を削減できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請書自動作成システム利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口での申請書記載に要する時間の削減

①希望する手続きや入力項目をタッチ！
※イラストは筐体ですが、タブレット型もあり

②付属のカードリーダにマイナンバーカードを
セットし、暗証番号または照合番号Bを入力！

③タッチ入力した項目とカード内の情報が自動で
反映された申請書等をプリンタから出力！



事業概要 【公立保育園ICT導入事業】

自治体名 埼玉県新座市 人口 166,063人 事業費 12,052千円

事業概要
核家族化の進展及び子育てに負担感を抱える家庭の増加や共働き家庭の増加に伴う、保育所の役割強化に
対応し、保護者及び保育士の負担軽減を図るため、公立保育所へのＩＣＴシステム（保育園の業務管理シス
テム、タブレット端末）の導入を推進し、保育の質の向上を目指す。

具体
サービス

【こども施設向けICTサービス】
• 登降園記録
• 延長保育料計算
• 健康状態等の園児情報の共有
• 指導案作成、保育ドキュメンテーション
• シフト管理
• 緊急連絡
• お便り配信
• 行事予定表作成
【対象保育施設】
• 第一保育園
• 第二保育園
• 栄保育園
• 西堀保育園
• 北野保育園
• 新座保育園

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① アプリのダウンロード累計数
② アプリを使用した保護者との通信回数

【アウトカム指標（成果指標）】
① アプリサービスの満足度
② 保護者アンケートによる保育所に関する満足度



事業概要 【電子黒板及び授業支援システム導入事業】

自治体名 埼玉県新座市 人口 166,063人 事業費 48,263千円

事業概要
本市においては、これまで１人１台端末の配備やＷｉ－Ｆｉ環境の整備等、ＧＩＧＡスクール構想に基づき児
童生徒の学習環境の充実に取組んできた。今後は、電子黒板の整備と授業支援システムの導入を同時に実施
することで、ＩＣＴの利活用をさらに推進し、「主体的・対話的で深い学び」の授業改善を目指す。

具体
サービス

【市内全小学校への電子黒板の整備】
・これまで市内全中学校への電子黒板の整備してき
たが、小学校には整備できていなかった。
・小学校においても、全教室に電子黒板を整備する
ことで、小学校における「主体的・対話的で深い学
び」の実現に向けた授業改善を目指す。

【授業支援システムの導入】
・これまでは、授業支援システムのトライアル期間を活
用し、各校において活用して、教師主体の授業から
児童生徒が主体的に学習活動に取り組む授業へと
変化をしてきた。
・今後は、継続的に授業支援システムを活用し、更
なる「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授
業改善を目指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①市立小学校への電子黒板の配備率
②授業支援システムの使用率（学習者・指導者）
③市立小学校での電子黒板の使用時数率

【アウトカム指標（成果指標）】
①授業内容が分かりやすくなったと回答した児童の割合
（第６学年）
②「主体的・対話的で深い学び」の実施状況（第６学
年）

端末利活用促進

授業支援システム

授業 児童生徒

個別最適な学び 協働的な学び

主体的・対話的で深い学び

電子黒板



事業概要 【保育支援システム事業】

自治体名 埼玉県北本市 人口 65,437人 事業費 16,454千円

事業概要

市内の保育園及び児童発達支援センターにおいて、これまでは保護者と施設間のやり取りが基本的に電話や紙
に依っており、それらの対応に手間や時間がかかっていた。
そこで、保護者も保育施設もアプリ上でやり取りできるようにICT導入を行い、保護者の利便性の向上と、保育士
の業務効率化を実現する。

具体
サービス

【保育支援システム】
保育ICTシステムにより
・園児の登降園の管理
・保護者と保育施設間の連絡
（欠席・遅刻連絡、お便り、緊急連絡等）
・各保育業務における帳票作成
（保育日誌、連絡帳、事故報告等）
・園内の情報共有 等
を、インターネットアプリ上で行う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育所から保護者への情報発信数
②利用登録保護者数
③保護者の欠席連絡におけるアプリの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用満足度
②保育士の事務仕事の減少時間数
③



事業概要 【行政手続きのオンライン化推進事業】

自治体名 埼玉県八潮市 人口 93,001人 事業費 6,875千円

事業概要

ノーコード・ローコードツールの活用により、市民によるオンライン申請、申請予約及びアンケートの回答等、様々な
手続きのオンライン化を推進する。行政手続きに関する地理的・時間的制約をなくすことで住民の利便性向上を
実現し、本市がDX推進計画の基本方針として掲げる「いつでも・どこでも・つながる八潮」の実現を目指すとともに、
職員の業務効率化を図る。

具体
サービス

【ノーコード・ローコードツールの導入、活用】
• ノーコード・ローコードツールを活用することにより、
職員によるシステム内製化が可能となる。市民は、
オンライン化された申請等をスマホ、パソコンなどに
よりいつでも、どこでも利用可能となり、市民の利
便性向上につながるとともに、職員の業務効率
化を図ることができる。

＜ローコード・ノーコードツール活用一例＞
 Kintone

• オンライン申請
• 施設利用予約
• アンケート

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン対応手続き数
②オンライン手続きの利用者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①オンライン手続きの利用満足度
②
③

申請者（住民等） オンライン

市役所職員

来庁せずに手続きが
完結する 申請/予約/アンケート

決済 等

・いつでもどこでも手続き可能
・市民の移動時間、待ち時間節約
・入力ミスや不備申請軽減
・職員の業務効率化

申請フォーム



事業概要 【AI-OCR/RPAを活用した窓口サービスの向上】

自治体名 埼玉県八潮市 人口 93,001人 事業費 9,463千円

事業概要

窓口での手続き等において、市民の待ち時間の短縮が課題となっている。一方、職員は、申請受付後、迅速か
つ正確な入力処理が求められるほか、市民サービスに至るまでの定型的な内部事務等に多くの時間を要し、物理
的にも精神的にも負担となっている現状がある。そこで、AI-OCR/RPAを導入し、市民等から提出される申請書等
の処理を効率化することにより、申請処理時間の短縮や窓口滞在時間を削減を図ると同時に、短縮・削減できた
時間と余裕を市民に還元することで、市民サービスの向上を目指す。

具体
サービス

【AI-OCR/RPA】
• AI-OCRは、市民等から提出される申請書をス

キャンした画像データを認識し、自動で文字起こ
しをする。

• 職員は、AI-OCRで文字起こしされたデータを加
筆修正することにより、短時間で申請書の情報を
データ化することができる。

• RPAで、データ化された申請書の情報を業務シス
テムに自動で入力することができる。

• AI-OCR/RPAの導入に合わせて、住民が記載
する申請様式の改善、業務フロー自体の見直し
など業務のBPRを実施し、市民サービスの向上を
図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請処理件数
②対象業務数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口手続きの利用満足度
②
③

【今まで】
・職員が入力
・入力に時間を要す

申請

職員が手作業で入力

データ登録

スキャンし、
AI-OCRで
データ化

データをRPAで
自動入力

システムを導入した場合

併せて、業務のBPRを実施し、
業務の効率化を図る

手続きの処理
時間が短縮され、
より良いサービス
を享受できる

今までの申請等の処理



事業概要 【口座振替手続きのデジタル化事業（Web口座振替）】

自治体名 埼玉県 富士見市 人口 113,235人 事業費 12,280千円

事業概要

・現在、市税や各種公共料金の口座振替は、紙の申込書を用い、金融機関や市の窓口に来所の上、手続きを
行っている。ベッドタウンという特性上、窓口が開いている時間帯に、これらの手続きを行うことが住民の１つのハード
ルとなっている。口座振替に係る一切の手続を時間制約の無いWeb内で完結させる「Web口座振替受付サービ
ス」を導入する。
・市税を始めとする各種公共料金（水道料金・給食費・保育料等）の口座振替申込手続のデジタル化を図る。
・口座振替利用者の手続きにかかる負担を軽減するとともに、金融機関並びに行政機関の事務手続きの簡素化
に繋がる効果が期待できる。

具体
サービス

【Web口座振替受付ゲートウェイサービス】
• 各金融機関が提供するインターネット口座振替受

付サービスと連携し、金融機関Webサイトでの利
用者認証のもとで、ペーパレス、印鑑レスの口座振
替手続きが可能。

• 24時間365日の手続きが可能。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①Web口座振替による口座振替申請手続利用件
数
②各納付科目における口座振替利用率の向上度

【アウトカム指標（成果指標）】
❶口座振替利用開始までの期間短縮
❷Web口座振替サービス利用者の満足度



事業概要 【保育所入所に係るAIマッチングシステム導入事業】

自治体名 埼玉県富士見市 人口 113,235人 事業費 5,237千円

事業概要

保育所等の利用調整にAIマッチングシステムを導入することで、結果通知発送の早期化を実現し、保護者の円滑
な復職を支援するとともに、利用調整の結果、保留となった申請者に対しても「幼稚園への入園」をはじめとした他
の選択肢の検討に充てる時間の確保につなげる。また、本事業により確保した人的資源を相談体制の充実、利用
調整制度の検討等に充て、市民（保育）サービスのさらなる向上を図る。

具体
サービス

【AIマッチングシステム】
• AIを利用することにより迅速な選考が可能となる。
• 迅速な選考に伴い、早期の結果公表を実現す
る。

• 選考結果をレポート化し、問合せ等に即座に対
応が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①入所選考を行った件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①選考結果通知の前倒し
②市民（保育）サービスに対する満足度



事業概要 【給付管理システム導入事業】

自治体名 埼玉県富士見市 人口 113,235人 事業費 5,500千円

事業概要

保育士の確保や保育環境の改善に係る施策が多くなることに伴い、民間保育施設の給付事務が増大・複雑化し
ており、市への申請事務に多大な時間を要している。
給付管理システムを導入することで、作業時間を短縮し、民間保育施設に勤務する保育士の事務負担軽減を図
るとともに、保育の質の向上を図る。

具体
サービス

【給付管理システム】
• 民間保育施設における給付事務について、請
求・審査・給付計算に関わる業務が当該システ
ム上に一元化される。

• メール等を介さないため、双方のやり取りがスムー
ズとなり、事務に係る作業時間が削減される。

• 保育施設と市が共有の画面を用いて給付事務
を行うため、独自のExcel様式や紙の報告様式
が不要となる。

• ダッシュボード機能、コミュニケーション機能が構築
され、依頼内容等を見落とさないようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム導入施設数
②システムを用いた給付申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①給付業務にかかる時間の削減率
②システム利用事業者の満足度
③保護者の保育園に対する満足度



事業概要 【粗大ごみ受付チャットボットシステム導入事業】

自治体名 埼玉県富士見市 人口 113,235人 事業費 3,190千円

事業概要
市ホームページ上に粗大ごみ受付に対応するチャットボットを設置し、チャットボットシステムが自動回答を行うことで、
利用者は、いつでも好きな時間に申込みを行うことが可能となり、利用者の利便性を向上するもの。また、申込から
手続き完了までに係る職員の負担を全て自動化することで、労働環境の改善を図るもの。

具体
サービス

【粗大ごみ受付チャットボットシステム】
• 自動回答により24時間365日、申し込みへの対
応が可能

• インターネット申込とチャットによる申込の選択が
可能

• カレンダー機能により、収集可能日の確認が可能
• ＡＩによる粗大ごみの写真判別が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①粗大ごみ受付チャットボットシステムにおける予約利
用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①粗大ごみ自動受付への満足度
②料金、収集日の連絡日数の削減
③ペーパーレス化の推進

粗大ごみ収集
委託業者①申込申込者

③内容確認②自動応答
料金・収集日
の連絡



事業概要 【公共施設予約システム更新事業】

自治体名 埼玉県富士見市 人口 113,235人 事業費 16,771千円

事業概要 公共施設予約システムについて、公共施設に足を運ぶことなくいつでも、どこからでも申請手続きが完了できるようオ
ンラインによるキャッシュレス決済を新たに導入し、施設利用者の利便性向上を図る。

具体
サービス

【キャッシュレス決済サービス】
自宅などからスマホやパソコンを使い、オンラ
インにて予約から決済まで施設の利用手
続きを完了させられる。

これまでの予約システムでは施設の空き状況の確認や、部屋の仮予約までしか行え
なかったことから、利用者から「窓口に来なくてもオンライン上で手続きができな
いか」といった要望が多くあったため、改善を行うもの。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済を利用した割合
②公共施設予約システムによる予約申請
件数
③施設利用者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済利用者の満足度



事業概要 【マイナンバーカードを活用した申請書記入支援】

自治体名 埼玉県蓮田市 人口 61,324人 事業費 8,463千円

事業概要

窓口にて手続きする際に、複数の申請書類への記載する場合や手続きに不慣れな場合等に手間がかかり、来庁
者の負担になっている。
マイナンバーカードを活用し、券面から読み取った基本4情報を選択した申請書に印字するシステムを導入すること
で、来庁者の負担を削減し、住民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【申請書記入支援システム】
① 来庁者はマイナンバーカードを持参します。
② タッチパネルにて、手続きしたい申請書を選択します。
③ 読取機器にマイナンバーカードを挿入します。
④ 選択した申請書が、基本4情報が印字された状態で印

刷されます。
⑤ 来庁者は申請書に残りの項目を記入し、窓口にて手続

きします。

【設置場所】
・蓮田市役所本庁舎
・蓮田市駅西口行政センター

本システムを導入することにより、来庁者が申請書を作成す
る際の負担を軽減することができます。
また、マイナンバーカードを活用する機会が増えることで普及
につながります。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請書記入支援システムを利用した申請書の

受付件数
②行政センターにおける行政手続きの申請受付件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請書記入支援システムの満足度
②
③



事業概要 【まちづくり整備等に係る地理情報システム整備事業】

自治体名 埼玉県坂戸市 人口 99,618人 事業費 26,800千円

事業概要
現在、市民及び事業者等への建築情報や道路占用に関する地理情報の提供はアナログベースであり、情報提供
等に時間を要するなどサービス向上にあたって課題となっている。そのため、まちづくり整備に係るGISを構築し、窓口
の手続き所要時間の削減等を図る。併せて、公開型GISに新機能を追加することで、地理情報オープンデータのダ
ウンロード機能等、市民や事業者が求めるデータの提供を強化する等、市民サービスの向上を目指す。

具体
サービス

【まちづくり整備に係るGIS】
新たに建築システム、道路占用システムとしてGISを
構築し、建築確認データ、占用物件データ等のデジタ
ル化及びGISへの搭載を行う。
これにより、当該分野における窓口対応の利便性、
効率性、正確性の向上を図る。また、建築確認デー
タについては、公開型GISにも搭載し、幅広い情報
提供を実現する。

【公開型GIS】
地理情報オープンデータのダウンロード機能の構築、
印刷機能の強化、必要な地理情報へのアクセシビリ
ティ向上のためのユーザインターフェースの構築など、モ
デル仕様書に基づく機能追加を行う。
これにより、市民や事業者が必要とするデータの提供
と操作性向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISアクセス数
②公開型GIS公開レイヤ数
③建築確認情報アクセス数

【アウトカム指標（成果指標）】
①公開型GISのサービス満足度
②窓口対応時間削減比率
③オープンデータダウンロード件数



事業概要 【市役所窓口キャッシュレス化】

自治体名 埼玉県幸手市 人口 49,125人 事業費 5,242千円

事業概要 感染症対策として、会計時の非接触環境の整備及び使用できるキャッシュレス決済手段の拡大が求められる中、
市民が安心して来庁できる窓口整備のため、POSレジシステム導入及びキャッシュレス決済手段拡大を行う。

具体
サービス

【キャッシュレスサービス】
• カード決済端末（カード会社）
…電子マネー・QR等の主要キャッシュレス決済を全て
一台の端末で行うことが可能。ディスプレイが職員側と
市民側それぞれにあることで、決済時に非接触となり、
感染症対策にも繋がる。

【POSレジ】
• POSレジ（事業者名未定）
…キャッシュレス端末に搭載できるPOSシステム。
POS用タブレットが不要で、1台で会計から決済まで
完結する。また、クラウドシステムから多種多様な帳票
を抽出でき、自治体における集計業務の効率化を実
現する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①窓口のキャッシュレス比率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①会計時に発生する１日あたりの合計待ち時間
②キャッシュレス決済を利用した市民の満足度調査
③



事業概要 【セミセルフレジ・キャッシュレス決済導入事業】

自治体名 埼玉県鶴ヶ島市 人口 70,066人 事業費 6,489千円

事業概要

本市では出張所が1つしかなく、多くの市民が本庁舎に来ており、窓口が混雑してしまうことから、待ち時間が長く
なってしまう。セミセルフレジ（POSシステム対応レジ）を導入し、感染症対策を講じるとともに、混雑を緩和させる
ことで、来庁者の満足度の向上を図る。併せて、市民からの要望があるキャッシュレス決済端末を導入し、支払手
段の選択肢を増やすことで、来庁者の利便性の向上を図る。

具体
サービス

【セミセルフレジ及びキャッシュレス決済端末の導入】
«導入場所（導入台数）»
①市庁舎市民課窓口：1台
②若葉駅前出張所窓口：1台

«対象手続き»
・住民票の写し発行手数料
・戸籍証明書発行手数料 等

«利用可能な決済手段（キャッシュレス決済）»
・QRコード決済
・クレジットカード決済
・電子マネー（交通系IC含む）決済

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済利用者の満足度



事業概要 【公立保育所ICT活用事業】

自治体名 埼玉県鶴ヶ島市 人口 70,066人 事業費 5,131千円

事業概要
様々な子育てニーズや保育所の役割強化に対応するため、保育所にICTシステム（保育所業務支援システム・
給食情報システム・タブレット端末）を導入し、保育現場のデジタル化を推進することで、保護者の利便性の向上
と保育士等の業務効率化による保育の質の向上を目指す。

具体
サービス

【①保育所業務支援システム】
・登降園記録の管理
・保護者と保育所間の連絡
（⽋席遅刻連絡・緊急連絡・お知らせ等）
・健康状態等の園児情報の共有
・保育⽇誌等の保育に関する記録の作成
・お便りの配信
・⾏事予定表の作成
・保護者アンケート

【②給食情報システム】
・栄養計算
・献立作成
・アレルギー食の管理
・食育推進計画の作成
・食材発注管理支援

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリを利用する保護者数の割合
②欠席連絡におけるアプリ利用率
③給食情報システムを活用して電子化したお知らせ
の数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者のアプリへの満足度
②保護者の公立保育所に対する満足度
③給食情報システムにより作成した情報を継続して受け
取りたい保護者の割合

保護者

出欠席連絡等

緊急連絡・お便り等

事務負担軽減

保育日誌
保育計画等

保育の質の向上

利便性の向上



事業概要 【行政サービスデジタル化推進事業】

自治体名 埼玉県鶴ヶ島市 人口 70,066人 事業費 8,831千円

事業概要
市民や地域団体、事業者等によるイベントや講座等への参加申込、補助金申請のほか、避難所での避難者の
登録や混雑状況等の情報提供などをはじめ、インターネットを利用し、スマートフォン等により、いつでもどこでもオンラ
インで手続きや情報の取得等が可能となるよう住民サービスをデジタル化することで、市民の利便性の向上を図る。

具体
サービス

・市民や地域団体、事業者等と市が双方向でコミュ
ニケーションが可能なオンラインツールを導入することで、
市役所に来なくてもスマートフォン等で手続きができる
サービスを提供する。
・災害時など市民が必要な情報をタイムリーに取得で
きるサービスを提供する。
【例】
・イベントや講座等の参加申込や補助金申請などの
各種手続で利用可能なオンラインサービスの提供
・避難所における避難者の登録や混雑状況などの情
報の迅速な提供

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンラインサービス数
②オンラインサービスの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①オンライン申請利用割合
②オンライン申請利用者の満足度

市民等 市

申請

回答

市民等

閲覧

利用者

投稿

市

<情報提供サービス>

<オンライン手続きサービス>



事業概要 【書かない窓口推進事業】

自治体名 埼玉県吉川市 人口 72,748人 事業費 8,795千円

事業概要

吉川市は吉川美南駅周辺地域の区画整理による転入など市役所での手続きのための来庁者が多いが、デジタル
技術の進展によりサービスのデジタル化が高まる中、現在でも対面による窓口対応が中心である。マイナンバーカー
ドを利用した証明書交付（住民票の写しなど）が可能な「コンビニ交付サービス対応のキオスク端末」を導入し、
証明書交付に係る申請書の記入が省略されるとともに、待ち時間短縮による市民サービスの向上を図るものである。
また、コンビニ交付サービスの利便性をアピールすることで、身近なコンビニでの利用の普及を目指していく。

具体
サービス

【コンビニ交付サービス対応のキオスク端末サービス】
• 住民票の写しなどの各種証明書がセルフで取得
できるコンビニ交付サービスを利用できるキオスク
端末を吉川市役所内に導入するもの。

• コンビニ交付サービスの利便性をアピールすること
で、身近なコンビニでの利用の普及を目指していく。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①庁舎キオスク端末の利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①庁内キオスク端末利用者の満足度

窓口

キオスク端末 セルフ

記入
待ち



事業概要 【待たない窓口推進事業】

自治体名 埼玉県吉川市 人口 72,748人 事業費 7,512千円

事業概要

吉川市は吉川美南駅周辺地域の区画整理による転入など市役所での手続きのための来庁者が多く、デジタル技
術の進展によりサービスのデジタル化が高まる中、現在でも対面による窓口対応が中心である。コロナ禍で注目され
た混雑による密ついて、庁舎の混雑情報の提供などが可能な「窓口番号管理システム」を導入することで、混雑状
況の見える化などにより、来庁者に不快な思いをさせず、市民の利便性向上効果を見込むものである。

具体
サービス

【窓口番号管理システムサービス】
• 吉川市役所窓口の手続きの受付を行うシステム
について、インターネットと接続して、混雑情報等
をホームページ上でお知らせすることが可能な「窓
口番号管理システム」を導入するもの。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①混雑情報等のホームページのアクセス件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口アンケートの満足度

庁舎窓口
10人待ち

自宅・スマホ

10人
待ち

吉川市役所
10人待ち
吉川市役所



事業概要 【LINE公式アカウント導入事業】

自治体名 埼玉県吉川市 人口 72,748人 事業費 1,364千円

事業概要

当市のデジタル情報発信ツールはホームページが主軸となっているが、加えて吉川市LINE公式アカウントを新設、主に
プッシュ型情報発信ツールとして活用し、災害時における情報発信のさらなる強化を図る。また、平時においてもLINE
のセグメント配信等の機能を活用し、ニーズに沿った情報を発信できるようにすることで市民の利便性の向上を図るほ
か、日頃から使い慣れたツールを活用することでデジタルデバイドの解消にもつなげる。

具体
サービス

LINEの普及状況や利用ニーズを鑑み、吉川市
LINE公式アカウントを新設し、主にプッシュ型情報発
信ツールとして活用する。

① セグメント配信により必要な情報を必要な人に
届ける（広報紙・ラジオ番組、イベント情報、子
育て・若者支援に関する情報、緊急時の休館
情報、ごみの収集日、選挙期日等の情報など
※災害関連情報などは一斉配信）

② トーク画面下部のリッチメニューを拡充し、（市
ホームページおよび広報情報、防災情報、資源
とごみの分別ガイドなど）より見やすく、分かりや
すくする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービス利用（友だち登録）者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①LINEで必要な情報を得られていると思う市民の割合

市

災害関連情報       災害関連情報        災害関連情報
 若者支援情報   イベント情報   ごみの収集日

①一斉＆セグメント配信
②リッチメニューによる情報提供



事業概要 【デジタルドリル・デジタル採点ソフト実装による個別最適な学習推進事業】

自治体名 埼玉県ふじみ野市 人口 114,056人 事業費 12,215千円

事業概要

個別最適な学習を実現するツールであるタブレットの主体的な活用に関して小中学校間に大きな差異がある現状
と、理解度や興味関心に応じたプログラミング教育及び情報モラル・リテラシー教育の実施に課題がある現状に対し、
デジタルドリルを実装することで、自律的な個別最適学習を推進する環境を整備する。また、デジタル採点ソフトを
実装することで、教職員によるエビデンスに基づいた助言を可能にし、個別最適な学習の支援体制を整備する。

具体
サービス

【すららドリル】
・学習者一人ひとりの理解度や学習速度に合わせ
自動的に演習問題が出題されるAI教材。
【Life is Tech! Lesson】
・テキストプログラミングによるWebサイトの自主制作を
通じた双方向性コンテンツの問題解決型学習教材。
【DQ World】
・デジタル市民に必要な８つデジタル・シティズンシップ
スキルを学習するゲーミフィケーション教材。
【デジタル採点ソフト】
・AI自動採点、デジタル採点、自動での８種類の成
績分析が可能なデジタル採点ソフトウェア。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①すららドリル利用状況（月間ログイン割合）
②Life is Tech!Lesson応用学習完了者割合
③DQ World全ゾーンクリア人数割合
④成績分析画面を活用した学習者への助言の実施
 割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①埼玉県学力・学習状況調査における学力の結果（中
 学３年生）
②全国学力・学習状況調査における学習状況調査の結
 果（中学３年生）
③DQ Worldスコアが全国平均値以上の人数割合（年
 度末測定値）
④埼玉県学力・学習状況調査における学習状況調査の
 結果（学校質問紙）



事業概要 【税務証明書コンビニ交付導入事業】

自治体名 埼玉県伊奈町 人口 45,042人 事業費 1,045千円

事業概要

現在、伊奈町においてコンビニ交付により取扱い可能な証明書は、「住民票の写し」、「印鑑登録証明書」であり、
税証明を追加することで、役場窓口へ来庁することなく証明書を取得可能な環境を拡充する。マイナンバーカード
活用におけるシーンの拡大により、マイナンバーカードの利便性を周知するとともに、役場への来庁が難しい高齢者
や役場開庁時間の来庁が難しい住民におけるサービスの利用拡大を図る。

具体
サービス

税証明発行機能の追加導入により、更なる住民サービスの
向上と窓口業務の効率化、マイナンバーカード交付率の向上
を実現する。
【住民サービスの向上】
全国のコンビニエンスストア等に設置されたKIOSK端末にて、
申請から交付手数料の収受、証明書の発行までが可能となり、
役場窓口に出向くことなく、いつでも証明書を取得することがで
きる環境を構築することにより利便性の向上を図る。
税証明の追加により、住民票等、1度にコンビ二で取得でき
る証明書を増やすことができる。
【窓口業務の負担軽減】
コンビニエストア等のKIOSK端末で交付まの手続き全てを行
うため、窓口業務の負担が軽減される。
【マイナンバーカード交付率向上】
コンビニ交付にて発行できる証明書の種別を増やすことで、マ
イナンバーカードの利用用途を増やし、交付率の向上に寄与
する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付サービスによる税証明発行件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカード交付率
②コンビニ交付（税務証明書）発行に係る利用者満足
度調査



事業概要 【マイナンバーカードを活用した郵送DX事業】

自治体名 埼玉県三芳町 人口 37,485人 事業費 3,422千円

事業概要

郵送業務をデジタルに置き換えて、住民の利便性向上と行政の郵送コスト（業務時間・郵送費）低減を推進し、
郵送DXを実現する。マイナンバーカードで本人確認を行い、スマホアプリに対して、個別にデジタル通知を送付する。
住民の属性や町が所有する情報を元に、個人に合ったお知らせをプッシュ型で送付し、本人宛の情報に特化した
大切なお知らせを、住民はいつでも、どこでも確認することができるようになる。

具体
サービス

【サービス概要】
今回導入するSmartPOSTはマイナンバーカードと連
携、行政からの通知物を届けるための郵送DXサービ
スである。既存郵送物のデジタル化に対応するため、
行政内部データを扱うLGWAN環境にも対応してい
る。また、ログインには政府保証レベル2以上のxID認
証を採用し、高いセキュリティを担保している。

【特徴】
• マイナンバーカードによる本人確認、変数機能に
より、個人ごとに異なる情報発信が可能である。

• デジタル通知対象者については印刷・封入封緘
作業等の負担軽減が期待できる。

• 何通送付しても一定金額のため、発信する通知
種類が多いほど、コスト削減が期待できる。

• 各受信者の閲覧状況が確認でき、未読者への
再通知等、お知らせの効果向上が期待できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル通知件数
②デジタルで送付できる通知の種類
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者の満足度
②住民への通知日数の短縮
③



事業概要 【ICTを活用した地図情報プラットフォーム整備事業】

自治体名 埼玉県三芳町 人口 37,485人 事業費 79,500千円

事業概要

本町では、管理している都市計画や道路台帳等の各種行政情報を庁外へ公開するシステム・サービスを導入して
おらず、住民や事業者は来庁して窓口閲覧するなどの手間と労力が発生している。本事業では、地図情報の共通
基盤（プラットフォーム）となる統合型GISと連携した公開型GISを導入し、さらに各個別GISとも連携することで、
本町が保有する行政情報をタイムリーに公開し、住民負担の軽減、行政サービスの向上を図る。

具体
サービス

【各種行政情報の電子化】
• 道路台帳図等のデジタル化
 （MMSによる現況確認等）
【公開型GIS構築】※新規導入
• 公開型GIS構築
• 行政情報のデータセットアップ
• ポータルサイト構築
（問い合わせ時間や来庁機会の軽減）

【統合型GISバージョンアップ】
• 統合型GISの最新版へのバージョンアップ
（申請/承認機能で職員による情報公開）

【個別GISとの連携構築】
• 下水道台帳GISの再構築
 （各種データ更新により、タイムリーに情報公開）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISのアクセス件数
②公開型GISに搭載するデータ件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①情報提供に対する利用者の満足度
②関係業務に係る窓口来庁者数の減少件数
③

統合型GIS 公開型GIS

インフラ情報、防災情報などの公開

共通基盤プラットフォーム 地図情報公開サービス

連携/公開

都市計画法規制

道路台帳

下水道台帳

各種主題図の
作成/更新

タイムリーな
情報公開

随時情報更新

職員

住民 事業者

アナログ図面の
デジタル化

MMS活用



事業概要 【オンライン申請サービスと連携した情報基盤整備事業】

自治体名 埼玉県三芳町 人口 37,485人 事業費 9,458千円

事業概要

現在、年間で3,500件以上住民の利用実績のある「三芳町電子申請・届出サービス」について、町のLINE公式
アカウントからログイン可能なLINE連携機能を追加し、住民の利便性を向上することで、更なる電子申請の利用
促進と町LINE公式アカウント登録者数の増加を目指す。また、申請受付、受理、決裁、通知、保管といった一連
の処理をデジタル化し、迅速な通知や回答につなげる等、レスポンス向上の為、住民対応迅速化情報基盤を構築
し、さらなる住民サービス向上を推進する。

具体
サービス

【電子申請とのLINE連携】
• 現在利用中の三芳町電子申請・届出サービスについて、町

LINE公式アカウントとの連携機能を実装し、更なる電子申請
の利用促進とLINE公式アカウント登録者数増加を目指す。

【電子申請とWEB会議連携（オンライン相談の実現）】
• 栄養相談や育児相談等の相談業務について、三芳町電子申

請・届出サービスとWEB会議（Zoom）を連携し、依頼から
実際の相談までシームレスな環境を構築し、住民に提供する。

【住民対応迅速化情報基盤】
• 電子申請からの情報や相談情報をRPAで電子決裁/文書管

理システムに登録、アップし、住民への回答や通知等の対応迅
速化を図り、住民サービス向上を目指す。

【電子契約システムと情報基盤連携】
• 電子契約の利用申出書を三芳町電子申請・届出サービスか

らも受付可能とし、さらに住民対応迅速化情報基盤と電子契
約システムをLGWAN上で連携し、住民や地元事業者への契
約締結や通知を迅速に対応できるようにする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子申請追加手続き数
②町公式LINEからの電子申請数
③住民対応迅速化情報基盤活用処理件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①電子申請を利用した住民満足度
②オンライン相談を利用した住民満足度
③情報基盤利用により短縮された手続き時間



事業概要 【要介護認定業務（認定審査会）のデジタル化事業】

自治体名 埼玉県三芳町 人口 37,485人 事業費 4,450千円

事業概要
介護認定審査会業務のDXを推進し、審査会資料のペーパレス化及び業務負担軽減及び要介護認定申請から
介護認定審査会までの所要日数の短縮化により、住民がスムーズに介護認定を受けることができ、早期の介護
サービス提供につながる環境を整える。

具体
サービス

【介護認定審査会デジタルシステム】
・認定審査会用のＰＤＦデータをオンラインにアップ
ロードし、各委員が所持するネットワーク端末から接
続・閲覧・一時判定結果を事前報告

活用に伴う効果
・住民サービスの向上
作業効率化に伴い要介護判定までにかかる期間が
短縮

・審査判定の質の担保
事前審査の結果をオンラインで集約化。審査結果可
視化に伴う運営時間の効率化。意見の違う判定の
適切な協議時間の確保

・デジタルシステムの活用等によるオンライン会議の活
用等：膨大な審査会資料のペーパレス化・オンライン
による迅速かつ安全な資料配布。（郵送に伴う費用
や時間の短縮。）オンライン開催の環境整備ができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル化率（電子配布を活用した審査会開催
率）②電子資料を活用した介護認定審査会件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①一次判定日から認定判定日の平均日数
②介護申請から審査会認定判定日までの平均日数
③ペーパレス会議により節減した印刷用紙枚数

採択された場合の公表資料となる前提で
左記のサービス内容を、イラストや画像、
ポンチ絵を活用して記載してください

（レイアウト任意）



事業概要 【透明インターフェイスを活用した双方向コミュニケーション支援事業】

自治体名 埼玉県三芳町 人口 37,485人 事業費 2,354千円

事業概要

ろう者や外国語話者とコミュニケーションをとる機会がさらに増えることが見込まれるが、スピーディにコミュニケーションを
図る手段が求められている。透明インターフェイスを通じて、文字起こしアプリの文字を表示させることで、日本語を話
すことでのコミュニケーションが困難かつデジタルになじみが薄い住民であっても、より見やすく、手軽にシステムを活用
できる形を整えて、コミュニケーションのハードルを下げることで、心のバリアフリーの実現を目指していく。

具体
サービス

【双方向コミュニケーションシステム】
• 透明ディスプレイを設置し、マイクを通じて入力さ
れた音声をディスプレイに表示させることで、日本
語を話すことでのコミュニケーションが困難かつデジ
タルになじみが薄い住民であっても、より見やすく、
手軽にシステムを活用できる形を整える。

• 写真上方の20.8インチを検討しており、より大き
なサイズで文字を示すことができるため、高齢によ
り難聴が進んだ方でも見やすい情報提供をできる
と考えられる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①双方向コミュニケーションシステムの月間利用者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口対応時間の短縮
②双方向コミュニケーションシステムの満足度
③



事業概要 【デジタルドリル導入 事業】

自治体名 埼玉県越生町 人口 10,895人 事業費 3,840千円

事業概要
学習環境の向上として、授業という従来の集団学習法だけでは難しい、リアルタイムでの習熟度に応じた個別指導
をデジタルドリルによって補完することで、個別ニーズに合わせた学習環境を整え、知識獲得の促進や自己学習意
欲の向上が期待される。教職員としても採点等の負担軽減を図り、その分教材研究や進捗データの分析に充てる
ことで授業の質の向上に繋けていく。

具体
サービス

【デジタルドリル】
・基礎基本となる問題から思考力を問う応用問題ま
で学習指導要領に準拠。小１～中３まで主要強化
を収録。
・児童生徒の習熟度に応じてヒントやスモールステップ
の問題が出題され、個別最適学習が可能。
・クラス単位＋個別に取り組ませたい問題を選択し宿
題配信が可能。宿題ドリルの取組状況を確認し、コ
メント配信も可能。
・児童採点機能で教員の採点業務の負担軽減。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタルドリルの取組状況

【アウトカム指標（成果指標）】
①町調査による家庭学習に関する改善項目



事業概要 【行政手続きオンライン化事業】

自治体名 埼玉県小川町 人口 27,891人 事業費 4,551千円

事業概要

行政手続きのために時間を削り電話や紙で申請したり、手書きで手間がかかっていた住民・事業者に対して、PCや
スマートフォンからオンライン手続き・申請を可能とするシステムを提供する。また、一部の本人確認を必要とする手
続きに対しては、マイナンバーカードと連携した電子認証機能を搭載。これにより役場に訪問することなく24時間い
つでも行政手続きが可能となり、住民・事業者の利便性向上を目指す。

具体
サービス

【オンライン申請システム】
• LoGoフォーム
株式会社トラストバンクが提供するLGWAN-ASP
サービスによるノーコード電子申請システム。自治体
職員が電子申請・アンケート等の様式を作成し、一
元管理が可能。
マイナンバーカードを利用し、LoGoフォームからぴった
りサービスへと連携可能な公的個人認証機能「マイナ
サイン」も搭載する。

（代表サービス例：マイナンバーカード受取予約、水
道の開栓・閉栓手続き、デマンドタクシー利用登録申
請等）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン申請可能な申請数
②利用者からのオンライン申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者の満足度
②閉庁時間での申請件数・割合

住民・事業者など
の利用者

オンライン申請
・押印、書面、郵送不要
・24時間いつでも申請
・全国どこからでも申請

パソコン

スマートフォン、
タブレット等

・マイナンバーカードの
公的個人認証機能を利用
して、本人確認が必要な
手続きやぴったりサービ
ス申請も可能

インター
ネット



事業概要 【オンライン手続きによる住民サービスの向上事業】

自治体名 埼玉県川島町 人口 18,895人 事業費 2,019千円

事業概要

川島町は、主要な交通手段が自動車となっており、高齢者の移動手段確保するための地域公共交通が重要な
課題となっている。そのため、自治体の窓口に行く必要がなく、手書きでの手続きも不要な電子申請システムを導入
することで、住民や事業者の手間を減らすとともに、マイナンバーカードの電子認証機能等を活用し、利便性を向上
することで、申請者と自治体の双方向のコミュニケーションをデジタル化し、手続きのデジタル完結を推進する。

具体
サービス

【電子申請システム】

●ノーコード電子申請システム「LoGo フォーム」
株式会社トラストバンクが「LGWAN ASP サービス」
として提供している自治体職員が電子申請や申込
予約、アンケートなどのフォームを作成・集計し、一元
管理できる自治体専用の「ノーコード電子申請システ
ム」。
●LoGo フォームと連携もしくは拡充する機能
・マイナンバーカードを活用した「公的個人認証」
・キャッシュレスに対応した「オンライン決済」
・申請者と住民をつなぐ双方向のコミュニケーションを
実現する「デジタル窓口」
・ぴったりサービスとの連携により、手続きオンライン化
を拡充する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子申請対応手続き数

【アウトカム指標（成果指標）】
①電子申請利用件数
②次回も電子申請を継続利用したい人の割合



事業概要 【教育メタバースによる不登校支援事業】

自治体名 埼玉県川島町 人口 18,895人 事業費 612千円

事業概要

新型コロナウイルス感染症等により、社会の変化は加速度を増し、複雑で予測困難な状況になってきています。
教育や生徒、児童を取り巻く環境も、オンライン教育を始め大きく変化しております。
そういった社会背景等により、長期欠席者や不登校者は増加傾向にあり、それらに対する取り組みは急務である
と考えております。 そのため、不登校の支援として、教育メタバースの活用を行うことで学びの場所の提供等の、誰
一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策を実施するものです。

具体
サービス

【教育メタバース】

●教育メタバース「FAMcampus」
富士ソフト株式会社が提供しているバーチャル空間
上に再現した学習空間に通う教育メタバース。
集合授業型や個別指導型といった指導形態に応
じて用意されたフロアにログインし、先生や仲間の存在
を感じながら、日々の授業や自習といった学習活動に
取り組みます。
学習に励む仲間の存在から生徒自身が刺激を受
けることにより、学習意欲や競争心の向上につながり
ます。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①メタバースログイン回数
②メタバース上の交流回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者の満足度



事業概要 【少子化対策支援システム】

自治体名 埼玉県比企郡鳩山町 人口 12,990人 事業費 2,068千円

事業概要

鳩山町は少子高齢化が著しく進行しており、町では、少子化対策のため、町HP及び公式LINEに連動できる以下の環境構築を行う。
①子育て支援アプリを導入し、これまで紙面での交付であった母子手帳や子育てイベントのチラシ等をデジタル化し、プッシュ型通知機
能を利用することで、スマートフォンから多くの情報を取得する現在の子育て世代が活用しやすい双方向型のサービス環境を構築する。
②町HP連動型空き家バンクシステムを導入し、町内の空き家売却希望者と移住希望者の物件マッチングや各種補助金情報を提供
できる環境を構築する。

具体
サービス

少子化対策支援システム
・子育て支援アプリ
①予防接種記録のデジタル化
②子育てイベント情報の発信
③成長記録のデジタル化
④周辺医療機関等情報の検索
⑤産前・産後のサポート機能

・町HP連動型空き家バンクシステム
①売却希望物件・購入希望者の登録
②物件検索機能
③オンライン内見会の実施
④町の空き家・移住等に関する補助制度の案内
⑤町への空き家に関する問い合わせ機能

※子育て支援と移住施策
※町公式LINEと連動し、プッシュ型で住民等にいち
早く町の情報を提供する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】

①町公式LINEの登録者数

②子育て支援アプリのダウンロード数

③空き家バンクシステムへの登録物件数の増減

④空き家バンクシステムの利用者数

【アウトカム指標（成果指標）】

①少子化対策支援システム利用者の満足度向上

②鳩山町に転入してくる方と子育て世帯数の増減

○少子化対策支援システム
LINEを起点に
デジタルサービスを展開

売却希望者
購入希望者
移住希望者

情報発信

相談・問合せ役場

鳩山町コミュニ
ティ・マルシェ
指定管理者
（移住推進セン
ター）

住民
（子育て世帯

等）

相談・問合せ

物件・助成金の紹介

子育て世帯
・移住者情報の共有



事業概要 【文化サービス向上システム整備事業】

自治体名 埼玉県比企郡鳩山町 人口 12,990人 事業費 726千円

事業概要

本町に所在する「南比企窯跡」は、令和5年3月20日に国の史跡に指定されている。本事業は、「南比企窯跡」をは
じめとした「鳩山町の歴史」をより多くの方に知っていただき、交流人口及び定住人口を増加させるため、デジタル
博物館サイトを構築する。また、より多くの方に周知できるよう、当サイトを町ホームページのトップページと町公
式LINEのメインメニューに連動することで効果を高める。

具体
サービス

文化サービス向上システム整備事業

・デジタル博物館サイト

※以下のページ等で周知することにより効果を高める
①町ホームページのトップページ
②町公式LINEのメインメニュー

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】

①デジタル博物館サイトのアクセス数の増加

②

【アウトカム指標（成果指標）】

①住民の文化財への関心度増加

②施設への来館者数増加（交流人口の増加）

③デジタル博物館サイトの利用者満足度の向上

住民
・

移住検討者
・

観光客等

役場

「南比企窯跡」、「鳩山町の歴史」を情報発信
定期的に町公式LINE等で周知

鳩山町を「知る」
交流人口及び定住人口の増加

文化サービス向上システム整備事業

デジタル博物館サイト



事業概要 【オンライン手続き及びオンライン対面窓口による住民サービスの向上】

自治体名 埼玉県ときがわ町 人口 10,589人 事業費 6,381千円

事業概要
パソコンやスマートフォンなどのデバイスからオンラインで申請手続きができる仕組みを提供するとともに、4km離れて
分かれている役場本庁舎と第二庁舎の間をつなぐオンライン対面窓口を提供することで庁舎間の距離を縮めること
で住民サービスの向上を目指す。

具体
サービス

【オンライン申請システム】
・ノーコード電子申請システム「ＬｏＧｏフォーム」
水道使用開始届等、粗大ごみ収集の申込、
犬の登録申請、死亡届、保育施設等の利用
申込、罹災証明書の発行申請など

【オンライン対面窓口】
・オンライン対面窓口「LoopGate」
・担当課との相談調整「LoGoチャット」

上記の住民サービスを提供するために公衆無線LAN
（Wi-Fi）の整備

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン申請できる手続の数
②オンライン申請システムを通してされた申請件数
③オンライン対面窓口サービスの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請書作成に要する時間の削減
②来庁に要する移動時間の削減

本庁舎又は第二庁舎

本庁舎又は第二庁舎

〇〇の申請
をしたいん
ですが･･･

今日はどうさ
れましたか？相談

・
手続

オンライン申請 オンライン窓口

相談
サポート
受付



事業概要 【来庁者向けスマート手続き推進事業】

自治体名 埼玉県長瀞町 人口 6,540人 事業費 1,580千円

事業概要
 来庁者に対して目的の窓口への案内力を強化するとともに、各種申請書の作成負担軽減を目指す。
 当町は住民の約40％が高齢者であり、また、コンパクトな自治体であることから直接役場に来庁される方が多
い。そのため、まずはマイナンバーカードの活用性も踏まえた窓口申請のデジタル化を図る。

具体
サービス

【書かない窓口サービス】

• 来庁者が手書きしている各種申請書の作成をデ
ジタル化を図る。

• マイナンバーカード等の本人確認書類を読み込み、
氏名・住所等があらかじめ印刷された申請書を
簡単に作成し、来庁者の窓口申請における申請
書作成の負担軽減を可能とする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
書かない窓口サービスの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
窓口案内のわかりやすさ満足度

窓口
A

窓口
B

窓口
C

書かない窓口サービス

申請書記載をデジタル化、
負担軽減



事業概要 【道路情報デジタル化事業】

自治体名 埼玉県小鹿野町 人口 10,319人 事業費 31,000千円

事業概要

本事業では、本町が保有する紙資料（マイラー原図）で管理されている道路台帳図の電子化を行い、町全域を
対象としたベースレジストリの基盤となる共通基盤データを作成します。本町が管理する道路幅員や路線種別など
の道路台帳情報を本業務で併せて構築する地図公開用Webサイトに公開することで、従来の窓口閲覧等におけ
る問合せ時間や来庁機会などの住民負担を軽減し、住民サービスの向上を図ります。本事業を検討する背景には、
台帳閲覧に時間を要し、写しの交付には費用が発生し、そもそも庁舎に来庁するのは、不便であるとの住民の声が
あります。

具体
サービス

【道路台帳図電子化】
• 道路台帳図の電子化
【道路台帳管理GIS】
• 道路台帳図等管理のプラットフォーム構築
（道路台帳図・調書・占用物の一元管理）

【地図公開用Webサイト】
• 専用Webによる道路台帳情報公開
• 道路幅員、路線種別などの情報掲載
（問合せ時間や来庁機会の軽減）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①地図公開用Webサイトへのアクセス数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口来庁者数の削減
②地図公開用Webサイト利用者の満足度

既存の道路台帳図（マイラー原図）

道路台帳管理GIS
デジタル化

道路台帳図
（地図情報レベル１０00）

インターネット
公開

道路台帳図・調書管理

地図公開用Webサイト

道路幅員や路線種別を確認



事業概要 【LINEを活用した  「行かなくていい町役場」構築事業】

自治体名 埼玉県美里町 人口 10,821人 事業費 6,231千円

事業概要
“誰⼀⼈取り残さない、⼈に優しいデジタル化”をめざし、⾏政⼿続きのために窓⼝に訪れることによる住⺠の負担の
軽減を図るとともに、役場に来庁せずにオンラインで行政手続きを行うことができる仕組みを導入し、利便性を向上
させ「行かなくていい町役場」を実現する。

具体
サービス

【GovTech Express】
• LINEを活⽤したオンライン申請
• LINEでの施設予約申請及び管理
• オンラインによる給付金等の給付及び手数
料の決済機能
• LINEと同様の内容をWEBフォームで受付
可能にする機能
• LINEを活用したセグメント配信サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①LINE公式アカウントの友だち登録者数
②LINEによる情報発信回数
③LINEによる申請等受付数

【アウトカム指標（成果指標）】
①LINEによる申請等サービスの利用満⾜度
➁
③

before

after オンラインで完結！

オンライン町役場

オ
ン
ラ
イ
ン

オ
ン
ラ
イ
ン



事業概要 【公開型GIS及び統合型GIS構築事業】

自治体名 埼玉県美里町 人口 10,821人 事業費 20,495千円

事業概要

役場に来庁せずにオンラインで行政手続きを行うことができる「行かなくていい町役場」の実現を目指し、アナログ管
理している地図情報をデジタル化し、町全体の基盤となるデータを構築する。また、災害リスク情報、公共施設の位
置情報等を併せて一元敵に管理・オープンデータ化することで、住民の防災意識の向上への寄与及び町民、事業
者等が利活用しやすい環境を整備し、窓口への来庁や問合せを削減させ住民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【公開型GIS及び統合型GIS】
•統合型GISの構築（庁内GIS基盤の共通プラット
フォームの構築 、各課所管⾏政情報を集約・共有
化）
•公開型GISによるホームページ公開
•公開型GISの構築（公開型GISによるホームペー
ジ公開 、防災、都市計画等の情報を掲載（窓口
での閲覧等来庁機会の負担軽減））

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISへのアクセス数
②公開型GISにおいて公開したデータ数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①公開型GISの利用満足度
➁
③

公開型GIS

道路台
帳図等
庁内保
有デー
タの電
子化・
一元管
理

連携
統合型GIS

自治体



事業概要 【電子請求システム構築事業】

自治体名 埼玉県美里町 人口 10,821人 事業費 3,355千円

事業概要

本町ではすでに電子契約システムを導入し、契約事務の電子化を図っているが、さらなる効率化・電子化を進め、
役場に来庁せずにオンラインで手続きを行うことができる「行かなくていい町役場」を実現するため、町の取引のある
事業者からの請求書のデジタル化を進めるため、電子請求システムの導入を図る。本システムを町が導入することに
より、町と事業者双方の効率化、事業者のインボイス制度等の遵守が図ることができ、もって地域社会のデジタル
化を推進する。

具体
サービス

【BtoBプラットフォーム 請求書】
• 請求書の発行・授受・保管までを、電子データで行
うことができるWebクラウドシステム

•紙の見積書や納品書・請求書の取り扱いが減少す
ることで、それらの発行・受領側両者の業務負荷軽
減とコスト削減

【BtoBプラットフォーム 請求書】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムの利用事業者数
②電子請求書作成件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①電子請求システムの利用満足度
➁
③



事業概要 【書かない窓口導入事業】

自治体名 埼玉県大里郡寄居町 人口 31,283人 事業費 5,350千円

事業概要

役場窓口での手続きにおいて、申請書等への記載が困難な申請者が増加しており、証明書等の発行に係る手
続きに時間をとられる状況が発生していることから、マイナンバーカード等を活用したいわゆる「書かない窓口」システ
ムを導入し、住所等申請書への記載項目を削減することで、申請者の利便性向上を図ること等を目的としたシス
テムを構築する。

具体
サービス

【書かない窓口サービス】
①基本情報の読込
・基本４情報等が記載された身分証明書等の情報
を本人認証端末で読み込み、文字データに変換する。

②申請書への自動記載
・文字データ化された本人情報を選択した申請書様
式データに自動的に転記を行い、印刷する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①書かない窓口サービス導入手続数
②書かない窓口サービスの利用割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利用者を対象としたアンケート調査

・申請書類の選択 ・本人確認書類の
読込み

・本人情報の確認

・申請書の印刷・追記して完成



事業概要 【コンビニ交付サービス戸籍証明書発行事業】

自治体名 埼玉県 宮代町 人口 33,365人 事業費 9,200千円

事業概要 窓口混雑の緩和及び待ち時間の短縮並びに住民サービスの向上を目的とし、全国の指定のコンビニエンスストア等
でマルチコピー機（キオスク端末）により戸籍証明書の写し等の証明書を交付する。

具体
サービス

（1）対象
本庁に住民登録があり、本籍地の登録がある人及び
本庁以外に住民登録があり、本庁に本籍地の登録
がある人で利用者証明用電子証明書を格納したマ
イナンバーカードを所持している人。

（2）利用時間
6時30分から23時まで（年末年始及びシステム休
止日を除く）

（3）交付する証明書の種類
・戸籍全部（一部）事項証明書
・戸籍の附票
※住民票の写し、印鑑登録証明書、各種税証明書
   についてはサービス実施済み。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①諸証明の交付枚数に対するコンビニ交付率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①コンビニ交付サービスの満足度
②
③



事業概要 【介護認定審査会DX化事業】

自治体名 埼玉県宮代町 人口 33,365人 事業費 5,974千円

事業概要

介護認定は住民からの認定申請～結果通知まで法令により３０日以内に行なうこととされているが、当町では４
０．３日（令和４年度）と長期化が進んでいる。認定調査は１０．７日、主治医意見書の入手は２３．２
日ということを考慮すると、審査会資料の作成及び配布等に時間を要していることが長期化の一因となっているため
介護認定審査会のDX化に取り組み、住民に速やかで適正な介護サービスを利用できるようにする。

具体
サービス

【ペーパーレス会議システム】
・ペーパーレス会議システムを使用することで、データ
化した介護認定審査会資料を速やかに委員が閲覧
できる。
・ガン末期等の早急に認定を出す必要があった場合
も案件追加が容易に行なうことができる。
・今まで紙資料を作成していた時間を、住民に向けた
介護保険全般の相談業務や住民に向けた出前講
座の時間に充てることができる。
・データ化された介護認定審査会資料の閲覧、確認
のため、全委員画一された操作研修の実施のため及
び将来の介護認定審査会のリモート開催（オンライ
ン会議）の環境を整えるため、事務局及び審査会
委員分のタブレット端末を導入することで、円滑な移
行をすることができる。
・認定審査会のリモート化の環境を整え、審査会委
員の人数及び審査会の実施回数の確保が可能。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①認定審査会の審議件数
②認定審査会での紙使用枚数

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請～認定までの期間短縮
②システム導入による介護認定審査会委員の満足度



事業概要 【役場庁舎内におけるコンビニ交付サービス活用事業】

自治体名 埼玉県杉戸町 人口 43,996人 事業費 4,906千円

事業概要

・マイナンバーカードを利用した証明書（住民票、印鑑証明書、戸籍全部事項証明書等）の交付が可能なコン
ビニ交付対応マルチコピー機（以下、マルチコピー機）を庁舎内に導入する。
・証明書を請求する申請書の記入が省略でき、かつ窓口の待ち時間の短縮によって住民サービスが向上する。
・証明書交付窓口の分散によって感染症対策にも寄与する。

具体
サービス

【マルチコピー機の導入】
・マルチコピー機を庁舎内に導入する。
・マイナンバーカードによるコンビニ交付で証明書類
の取得が可能であることを広く認識してもらい、マイ
ナンバーカードの利便性を周知する。
・コンビニに設置しているマルチコピー機と同じものを
導⼊することで、コンビニ各店舗で証明書類が取得
できることを広く周知し、住民サービスの向上に寄与
する。
・マルチコピー機の利⽤を促すことで、窓⼝での申請
数を減らし、窓⼝の混雑緩和につなげていく

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
導入するマルチコピー機による証明書類発行件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①マルチコピー機の利用満足度
②窓口で受け付けるの申請件数
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